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 はじめに 

 

守谷市では，平成 12 年に守谷市環境基本計画を策定し，

『豊かな環境と思いやりの気持ちが継承されるまち・もり

や』を望ましい環境像として掲げ，その実現に向けた施策に

取り組んできました。 

その結果，東京方面から利根川を渡ると最初に目に飛び込

んでくる斜面林に代表される豊かな自然の保護と，計画的な市街地開発の推進

により，機能的で住みよいまちが形成されてきました。 

しかし，計画の策定から 15 年の間に，近年の顕著な異常気象の要因の一つ

とされる地球温暖化など地球規模の大きな問題から，都市化の進展による緑の

減少や，外来生物の侵入による生物多様性破壊の問題，騒音・振動やごみ問題

など生活環境に関わる身近な問題まで，私たちを取り巻く環境問題は，以前に

も増して複雑多様化しています。 

また，平成 23 年 3 月 11 日に東日本大震災が発生し，それに伴う東京電力

福島第一原子力発電所の事故により放出された放射性物質が各地に降下し，深

刻な影響を及ぼしました。守谷市もその影響を受けただけでなく，日本全体と

して将来に向けたライフスタイルを見直すきっかけとなりました。 

このような状況を受け，今後の守谷市の環境に関する方向性を定めるため，

このたび，『豊かな自然と快適な暮らしを未来へつなぐまち・もりや』を望まし

い環境像とする，第 2 次守谷市環境基本計画を策定しました。 

本計画では，わかりやすさ・読みやすさに配慮した構成にするとともに，「自

然環境」，「生活環境」，「環境活動」の３つの体系ごとに，現状，課題，今後の

取組などについて整理いたしました。 

これからは，本計画に掲げた望ましい環境像の実現に向けて，市民，事業者，

市の三者による協働のもと，それぞれの立場からできることに取り組むととも

に，その活動を個人から地域，さらには市全体に広げながら，この豊かで快適

な守谷市の環境を将来に引き継いでいきたいと考えています。 

 

最後に，本計画の策定に当たり，熱心にご議論をいただいた環境審議会委員

各位をはじめ，パブリック・コメントを通じて多くのご意見やご提案を寄せて

いただきました市民，事業者の皆様，また，環境に対するアンケート調査や意

見交換会でご協力いただいた皆様に，心から感謝申し上げます。 

 

平成 28 年８月             守谷市長  会田 真一 
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第 2 次守谷市環境基本計画 

第 1 章 計画の概要 

 

1－1 計画の目的・役割 

 

守谷市環境基本計画（以下「環境基本計画」という。）は， 
 

・守谷市に関係するすべての人たちと協力し，先人から受け継いだ清流と豊か

な緑につつまれた自然環境並びに歴史と伝統を守っていく責務を果たす。 

・現在及び将来の市民だれもが生命，財産の安全と健康な心身を保持し，快適

で文化的な生活を営む権利を享受できる環境に発展させ，次の世代に継承す

る。 
 

ことを趣旨として定められた「守谷市環境基本条例（以下「基本条例」という。）」第３

条に示される4つの基本理念に沿って，基本条例第11条に基づいて策定するものです。 

また，環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため，市民，事業者，

市それぞれの環境に対する共通認識を形成し，各主体が，より望ましい環境づくりに取

り組むための指針となるものです。そして，環境分野の個別計画を総括するとともに，

幅広い分野において展開される各種事業・施策を，環境の面から望ましい方向へ誘導す

る役割を有するものでもあります。 

今回策定した第 2 次守谷市環境基本計画（以下「本計画」という。）は，先の守谷市環

境基本計画（計画期間：平成 12 年度（2000 年度）から平成 27 年度（2015 年度）

まで。以下「前計画」という。）に引き続き，守谷市の環境保全を市民（通勤・通学・滞

在者，市民団体を含む。以下同じ。），事業者，市が一体となって，総合的，計画的に推

進していくことを目的としています。 

 
 

～基本条例 4 つの基本理念（第 3 条）～ 

① 環境の保全は，現在及び将来の世代の市民だれもが生命，財産の安全と健康な心身を保

持し，快適で文化的な生活を営む権利を享受するとともに，人類の存続基盤である地球環

境を良好な状態で将来の世代に継承することができるように適切に推進されなければなら

ない。 

② 環境の保全は，すべての者が公平な役割分担の下で，健全で恵み豊かな環境を維持しつ

つ，環境への負荷の少ない循環型社会が実現されるよう推進されなければならない。 

③ 環境の保全は，日常生活及び事業活動において，自主的かつ積極的に行われなければな

らない。 

④ 環境の保全は，人と自然が共生できるよう多様な自然環境が保全され，及び自然の物質

循環を損なうことなく，地域の自然，文化，産業等との調和がとれた，潤いと安らぎのあ

る快適な環境を形成していくよう推進されなければならない。 
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1－2 計画の位置付け 

 

環境基本計画は，守谷市における全ての計画の上位計画として位置付けられる「第二

次守谷市総合計画」（以下「総合計画」という。）に即する，環境面の総合的な基本計画

です。また，守谷市のまちづくりの基本方針である「守谷市都市計画マスタープラン」

や緑のオープンスペースに関する総合的な計画「守谷市緑の基本計画」などとの整合を

図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1－3 計画の期間 

 

計画期間は，平成 28 年度（2016 年度）から平成 37 年度（2025 年度）までの

10 年間とします。 

なお，社会環境や行政課題などの変化があった場合には，必要に応じて見直しを行い

ます。 

 

1－4 計画の対象 

 

対象地域は，守谷市全域です。 

また，対象とする分野は，「自然環境」，「生活環境」，「環境活動」です。 

 

○自然環境 

自然環境の保全，耕作放棄地，固有生態系の維持，地球温暖化の防止など 

○生活環境 

公害問題，放射能問題，環境美化活動，空き家問題，ごみ減量化など 

○環境活動 

環境教育，環境学習，市民団体による里地・里山の保全活動など 

 

第二次守谷市総合計画 

守谷市 
緑の基本計画 

（都市緑地法） 

守谷市都市計画
マスタープラン
（都市計画法） 

守谷市 
環境基本計画

（環境基本法） 

守谷市 

低炭素 

まちづくり計画 

守谷市役所 

地球温暖化防止 

実行計画 

守谷市 

一般廃棄物（ごみ） 

処理基本計画 



第１章 計画の概要 

4 

 

第 2 次守谷市環境基本計画 

1－5 計画の推進主体 

 

本計画では，市民や事業者など市に関わる全ての方々を推進主体とします。さらに，

市域を超えて広域的な取組が必要となる場合には，国，県，近隣の地方公共団体などと

も連携を深めることにより本計画を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

推進主体 

  

国 

  

県 

市民 

(通勤・通学・ 

滞在者，市民団体) 
事業者 

市  近隣の 

地方 

公共団体 
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第 2 章 計画策定の背景 

 

2－1 守谷市を取り巻く環境の変化 

 

守谷市は，茨城県の南端に位置し，水と緑に恵まれたまちです。一方，東京都心から

40 キロメートル圏内という立地条件に加えて，平成 17 年にはつくばエクスプレス（Ｔ

Ｘ）が開通したことにより都市化が進み，宅地開発とともに公園や街路，上下水道など

都市基盤が整備され，特に下水道の普及率はほぼ 100 パーセントに達し，環境にやさし

いまちづくりが行われています。 

前計画の策定が平成 12 年に行われ，それから 15 年間，守谷市では，望ましい環境

像の実現に向けて，自然環境の保全や地球温暖化の防止，循環型社会の形成などに関す

る計画の策定などを通して，施策や事業の実施に取り組んできました。 

そのような中，平成 23 年 3 月 11 日に東日本大震災が発生し，それに伴う東京電力

福島第一原子力発電所事故により放出された放射性物質が各地に降下し，深刻な影響を

及ぼしました。 

国においても，平成 24 年 4 月に，環境行政の究極目標である持続可能な社会を，「低

炭素」・「循環」・「自然共生」の各分野を統合的に達成することに加え，「安全」がその基

盤として確保される社会であると位置付けた第四次環境基本計画が閣議決定されるなど，

環境に関する様々な取組が進められてきました。 

また，国際的な枠組みにおいては，平成 27 年（2015 年）11 月にパリで開催され

た第 21 回気候変動枠組条約締約国会議（ＣＯＰ21）で，世界の平均気温上昇を産業革

命前と比較して 2℃未満に抑えることを目標とし，さらに 1.5℃未満とするよう努力す

ることや，森林などの二酸化炭素吸収源の保全・強化のための措置をとるべきと決定さ

れました。 

このような背景を踏まえるとともに，守谷市を取り巻く環境の変化に対応し，今後の

守谷市における良好な環境の保全・創出に向け，本計画を策定することとしました。 

 

（1）自然環境  

私たちが住む守谷市では，利根川，鬼怒川，小貝川の 3 つの河川とその周辺に広が

る水田地帯や斜面林，社寺林などにより豊かで守谷らしい自然環境が形成されていま

す。そこには湧水も多く，メダカやホタルなどを観察することができ，市民に親しみ

やすい身近な自然環境となっています。 

これらの自然環境のほとんどは，長年にわたる人々の暮らしとともに育成管理され

た，いわゆる人の手が加わった二次的な自然環境であるため，人々の生活と自然との

微妙なバランスの上に自然生態系が維持されています。 

守谷市は快適で便利な生活を目指したまちづくりにより発展してきましたが，急激



第２章 計画策定の背景 

7 

 

第 2 次守谷市環境基本計画 

な都市化の進展や住宅地開発などによって，身近な緑地や野生動植物の生息・生育環

境となる自然環境の減少が進んでいます。 

また，茨城県においては，豊かな生物多様性の保全や生態系の持続可能な利用を進

めるため，平成 26 年度に「茨城の生物多様性戦略」を策定するなど，近年では外来生

物に関する問題が新たに発生しています。守谷市においても開発に伴ってとり残された

空き地や単調になった植生には外来生物が侵入しやすくなり，農林業や在来生物，市民

生活などへの影響が懸念されています。 

動植物の生息・生育環境と密接に関連している農地に関しても，農業就業者の高齢

化や後継者不足に伴い，耕作放棄地の増加が懸念されています。荒廃した農地は，病

害虫の繁殖や廃棄物の不法投棄など，地域における問題発生の原因となります。 

一方，地球環境に目を向けると，地球温暖化に関連すると考えられる事象の発生が

問題となっており，守谷市の周辺では，平成 24 年につくば市の竜巻被害，平成 27

年には台風 18 号の大雨による鬼怒川洪水被害が発生しています。また，かつて守谷

市に生息していなかったナガサキアゲハなどの暖地性の昆虫が見られるようになって

います。地球温暖化を差し迫った課題と認識して，これまでのライフスタイルを見直

し，一人ひとりが日常生活の中で無駄なエネルギーの使用を減らすとともに，エネル

ギーの再利用や有効活用，新エネルギーの利活用を考えていかなければなりません。 

   また，地球温暖化の防止策と並行して，地球温暖化によるさまざまな影響を最小化，

又は回避できるよう，中長期的なリスク管理の視点を持った施策を検討していく必要

があります。 

 

（2）生活環境 

人々の生活は，さまざまな環境との結びつきから成り立っています。 

以前の守谷市では，生活を取り巻く環境の中で，交通渋滞の発生や人口急増による

ごみ排出量の増加などが見られましたが，道路の新設・整備や市民をはじめとする皆

さんの取組により，改善が見られています。 

しかし，市の環境調査では，大気，騒音，振動の結果は，おおむね環境基準を満た

していますが，河川等水質，地下水質の結果は，年度や測定地点により環境基準を上

回ることもあるため，今後も引き続き，環境改善に向けた取組が必要となります。 

また，豊かな自然にあふれた利根川河川敷などには，心ない人たちによって捨てら

れた粗大ごみが多く見られます。守谷市では，身の回りの美化の重要性など環境に対

する意識を啓発する目的で，市民との協働により，市内での清掃・美化活動を定期的

に実施しており，今後も継続して活動することが重要です。 

さらに，守谷市では，ごみの排出量削減の取組として平成 24 年度から粗大ごみ収

集の有料化を開始したほか，不燃ごみとして出されていたペットボトルとプラスチッ

ク製容器包装についても分別収集による再資源化を始めました。これにより，年間ご

み排出量は一旦大きく減少したものの，現在は微増傾向にあります。一方で，常総環
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境センターで実施している「生ごみ堆肥化モデル事業」では，参加協力者が年々増加

し，ごみ減量化の意識が市民に浸透してきていることが伺えます。 

また，日本全国で適切な管理が行われていない空き家が，地域住民の防災，衛生，

景観などの生活環境に深刻な影響を及ぼしており，これからは生活環境保全のための

対応が必要となってきています。 

守谷市においても，今後の市民の高齢化などに伴い，管理が行き届かない空き家が

さらに増加することが懸念されています。 

 

（3）環境活動 

環境問題に対する取組結果は，現代の私たちにだけでなく，子どもたちや孫たちと

いった次の世代に現れてきます。 

環境問題の解決のため，また，先人から引き継がれてきた豊かな環境を守るために

は，市民全体が環境学習に取り組む必要があります。 

守谷市の未来を受け継ぐ子どもたちは，小中学校の「総合的な学習の時間」などの

授業において，身近な動植物の生態やエネルギー問題などについて学んでいます。  

しかし，市民等アンケート調査では，多くの子どもたちが「環境問題」について，

生活に関する切実な問題であることに気付きながらも関心がないという結果となって

います。それと同時に，環境問題とは，「生活環境の問題」というより「地球環境の問

題」と捉えている傾向が見られるため，今後は地域レベルの環境問題として関心を高

めることが重要となっています。 

市では，環境に関する現状を把握するための各種調査や，自然環境啓発活動などを

定期的に実施しています。また，かつて，多くの市民の参加により市内全域で行われ

た「自然調査会」の中で，将来に残すべき大切な緑地とされた地域を中心として，現

在でも多くの市民活動団体などにより，動植物にとって重要な生息・生育環境となる

里地・里山の保全活動などが行われています。 

守谷市では，これからも，豊かで良好な環境を未来へ引き継いでいくために，各種

調査や啓発活動を継続して実施するとともに，市民活動団体などによる環境活動を積

極的に支援していく必要があります。 
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第２次守谷市環境基本計画 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 章 計画の体系，基本目標， 

その目標に向けた取組 
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第 2 次守谷市環境基本計画 

第 3 章 計画の体系，基本目標，その目標に向けた取組 

3－1 望ましい環境像 

 

本計画では，守谷市が目指す望ましい環境像を「豊かな自然と快適な暮らしを未来へ

つなぐまち・もりや」とします。 

そして，その環境像を実現するために，「自然環境」，「生活環境」，「環境活動」の分野

について，守谷市の現状や課題から，3 つの基本目標と 6 つの取組を設定し環境施策を

推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【守谷市が目指す望ましい環境像】 

 

豊豊かかなな自自然然とと快快適適なな暮暮ららししをを  

未未来来へへつつななぐぐままちち・・ももりりやや  
  
  

この地に残された自然がもたらす多くの恵みと，これまで築いて

きた安全で快適な生活が融合したまちを，未来の世代に引き継いで

いきます。 

また，その取組が地球規模での環境保全に結びついていきます。 

  

  

 1 「豊かな自然」 

アンケート調査結果では，約 8 割の市民が守谷の自然環境に満足して 

います。 

 

2 「快適な暮らし」 

東洋経済新報社が公表している「住みよさランキング」で，守谷市の

居住環境は全国トップクラスと評価されています。 

 

3 「未来へつなぐ」 

市民，事業者，市がそれぞれの立場で協働し，恵まれた環境を将来に

引き継いでいきます。 
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第 2 次守谷市環境基本計画 

3－2 計画の体系 

 

本計画では，望ましい環境像を実現するための 3 つの基本目標を設定し，それぞれの

環境施策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標 2 

良好な生活環境を維持し，さらに向上させます  

取組 3  安全・快適な暮らしを守る 

（誰もが気持ちよく健やかに生活，活動できるために） 

取組 4  ごみ減量と資源化を促進する  

（資源の有効活用を進めていくために） 

基本目標 3 

豊かで良好な環境を未来へ引き継ぐ取組を進めます 

取組 5  環境教育・環境学習を推進する 

（環境を知り，大事にする人たちを増やしていくために） 

取組 6  環境に配慮した活動の輪を広げる 

（環境活動の効率的な推進のために） 

基本目標 1 

豊かな自然の恵みを守りながら活用します 

取組 1  残された緑を守り，豊かな自然環境を保つ 

（生態系としての機能を維持し，自然環境を守るために） 

取組 2  環境に負荷が少ないエネルギーを有効に活用する 

（地球温暖化を防止するために） 

自然環境について 

生活環境について 

環境活動について 
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第 2 次守谷市環境基本計画 

3－3 基本目標，その目標に向けた取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
現 状 

■市内では，現在，オオキンケイギク，アライグマなどの特定外来生物が確認されていま

す。また，県内でも捕獲されたカミツキガメの市内への流入も危惧されています。 

■気象庁の観測によると，日本の年平均気温が過去 100 年間で約 1.15℃の割合で上昇

しており，さまざまな気候変動が起こるなど，温室効果ガスの増加による地球温暖化が

進んでいると考えられています。   

■都市化の進展や住宅地開発などにより，身近な緑地や野生動植物の生息・生育環境とな

る自然環境が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■農業者の高齢化や後継者不足などにより，耕作放棄地の増加が懸念されています。 

これまでの取組 

 

「守谷市緑の保全と緑化の推進に関する条例」に基づき，緑豊かな自然環境を形成して

いる緑地を保全するための「保存緑地」や地域の美観，風致を維持するための「保存樹木」

を指定しています。 

【保存緑地・保存樹木の指定状況（平成 26 年度末）】 

・保存緑地：約 781,000ｍ２指定 

・保存樹木：62 本指定 

 

国や県と協力した施策を実施するとともに，農地中間管理機構を積極的に活用するな

ど，耕作放棄地対策を推進しています。 

 

・市では，松並土地区画整理事業区域を低炭素まちづくりのモデル地区に位置付けてお

り，全戸への太陽光発電システムの導入を可能とするインフラ整備を行いました。ま

た今後は，ＦＩＴ制度を活用した民間事業者による太陽光発電事業として，事業区域

内調整池の水面などに年間約 369 千ｋｗｈを発電できる太陽光パネルを設置し，自

然エネルギーの有効活用に取り組んでいきます。 
 

・守谷浄化センターでは，これまで汚泥の減量過程で発生する消化ガスの約 4 割を消化槽

の温水ボイラー加温に利用し，残りの約 6 割を焼却廃棄していましたが，平成 27 年

10 月から，ＦＩＴ制度を活用した民間事業者による「消化ガス発電事業」を行い，二

酸化炭素排出量削減とエネルギーの有効活用に取り組んでいます。 

◆緑地の保全 

◆耕作放棄地対策 

◆再生可能エネルギーの活用 

（（11））自自然然環環境境ににつついいてて 

■斜面林の放置などにより，市の花の山百合などの野草が見られなくなりました。 
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第 2 次守谷市環境基本計画 

  
■豊かな自然環境               ■耕作放棄地面積（ha） 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

■アライグマの捕獲数（頭）          ■守谷浄化センターの発電システム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 7

49
72 82

120 135

1

5

25

125

625

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

守谷市 茨城県

 
○今ある自然環境を，引き続き管

理・保全していくことが重要で

す。 

○環境に負荷が少ないエネルギー

の利用をさらに推進し，二酸化

炭素排出量の削減を進めていく

ことが必要です。 

○今ある環境の破壊につながるこ

とから，特定外来生物などへの

対応が必要です。 

○農業の担い手を育成したり，農

地の集約化を行い，耕作放棄地

の解消を図っていくことが必要

です。 

取組 1 

残された緑を守り， 
豊かな自然環境を保つ 

（生態系としての機能を維持し， 
      自然環境を守るために） 

取組 2 

環境に負荷が少ない 
エネルギーを有効に活用する 

（地球温暖化を防止するために） 

課 題 

 

 

 

       写 真 

69 

53 50 46 45 

8,953 9,427 9,260 9,371 10,655

1
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100

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

守谷市 茨城県

出典 ・耕作放棄地面積：農業委員会，茨城県 

・アライグマの捕獲数：経済課，茨城県 
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第 2 次守谷市環境基本計画 

 

 

 

 

市内には，動植物の貴重な生息・生育環境となっている豊かな自然環境が今なお残さ

れていることから，これらの管理・保全に引き続き取り組みます。また，環境にやさし

い新エネルギーを暮らしの中に活用していく取組などを進めます。 

 

 

 

 
 
○川や緑は人類の生存にとって重要であるだけでなく，日常生活の中で私たちに潤い

と安らぎを与えてくれます。貴重な自然環境である利根川，鬼怒川，小貝川や各所

に点在する斜面林などの緑地の管理・保全に引き続き取り組みます。 

○農地は食糧供給の場であるだけでなく，動植物の生息・生育環境と密接に関連して

いますが，農業者の高齢化や後継者不足などによる耕作放棄地の増加が懸念されて

いるため，環境に配慮した農業への理解をさらに深め，耕作放棄地の有効活用を進

めます。 

○外来生物による被害を防止するための予防三原則である「悪影響を及ぼすかもしれ

ない外来生物をむやみに日本に入れない」，「飼っている外来生物を野外に捨てない」，

「野外にすでにいる外来生物を他地域に拡げない」を啓発し，在来種を守り，生物

多様性を維持するようにします。 

 

 

 

 

○電気，ガス，石油といったさまざまなエネルギーを使って，私たちは豊かな暮らし

を維持していますが，この便利な生活と引き換えに地球温暖化の原因となる二酸化

炭素を排出しています。これからはエネルギーの使い方を見直し，省エネルギー生

活の実践や新エネルギーの活用を進めます。 

 

 

■環境指標の現状値と目標値 

適 用 環 境 指 標 
現 状 値 

（平成 26 年度末） 
目 標 値 

（平成 37 年度末） 

取組 1 
緑被率 

（公園・樹林地・農地・草地・水面） 62.0％ 58.0％ 

取組 1 
自然環境に満足している 

市民の割合 
79.3％ 82.0％ 

取組 1 耕作放棄地面積 44.6ha 29.6ha 

取組 2 
守谷市の 

二酸化炭素排出量 
70.2 万ｔ-CO２ 

（※平成 25 年結果） 
58.0 万ｔ-CO２ 

基本目標 1 

豊かな自然の恵みを守りながら活用します 

取組 1      残された緑を守り，豊かな自然環境を保つ 

（生態系としての機能を維持し，自然環境を守るために） 

取組 2    環境に負荷が少ないエネルギーを有効に活用する 

（地球温暖化を防止するために） 
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第 2 次守谷市環境基本計画 

 
 
≪取組 1：残された緑を守り，豊かな自然環境を保つ≫ 
 

市民，事業者の行動 
◆ 現存する自然環境を管理・保全します。 
◆ 市の自然環境保全の取組に，積極的に参加・協力します。 
◆ 保存緑地・保存樹木などの緑の保全整備事業に協力します。 
◆ 緑地の保全，公開空地の創出や緑化に努めます。 
◆ 耕作放棄地解消のために，新たな農業担い手の育成や農地集約化に取り組みます。 
◆ 特定外来生物などを育てない・飼わないを徹底し，生息・生育を確認した場合は市に連

絡するとともに，植物については処分するよう努めます。 
 
市の行動 
◆ 保存緑地や保存樹木などの保全整備制度を推進します。 
◆ 稲戸井調節池，愛宕谷津など，動植物の生息・生育場所，休息地の確保に取り組みます。 
◆ まち並みを演出する街路樹の整備を進めます。 
◆ 水源のかん養に効果を発揮する斜面林などの保全に努めます。 
◆ 耕作放棄地解消のために，新たな農業担い手の育成や農地中間管理機構を活用した農地

集約化の促進，農業経営企業の誘致を検討するなど，農地の有効活用を進めます。 
◆ 特定外来生物などの防除を行います。 

 
 

 
≪取組 2：環境に負荷が少ないエネルギーを有効に活用する≫ 

 
市民，事業者の行動 
◆ エコカーの購入や，公共交通機関や自転車の利用に積極的に取り組みます。 
◆ 電化製品の待機時消費電力の削減など，すぐにできることからエネルギーの節約に取り

組みます。 
◆ 省エネルギーにつながるグリーンカーテンの活用に取り組みます。 
◆ 近隣の環境に配慮した上で，新エネルギーの積極的な導入に努めます。 
◆ エネルギーの使用状況が分かるスマートメーターなどの活用に取り組みます。 
◆ 災害への備えにもなる，蓄電池などによる「蓄エネ」に取り組みます。 
 
市の行動 
◆ 国の指針に基づき，温室効果ガス排出削減に向けた目標の設定や，地球温暖化によるさ

まざまな影響を最小化，又は回避できるよう，中長期的視野をもった施策を検討します。 

◆ エコカーの導入に取り組むとともに，積極的な公共交通機関や自転車の利用を周知啓発
します。 

◆ 温室効果ガスの排出削減に向けて，すぐにできることから省エネルギーに取り組むとと
もに，積極的に周知啓発を行います。 

◆ 省エネルギーにつながるグリーンカーテンの周知啓発を行います。 
◆ 新エネルギーの導入に努めるとともに，積極的に周知啓発を行います。 
◆ エネルギーの使用状況が分かるスマートメーターなどの周知啓発を行います。 
◆ 災害への備えにもなる，蓄電池などによる「蓄エネ」の周知啓発を行います。 
 

 

市民，事業者からの一言（アンケート調査結果から） 

・ 人間が自然環境を保全し，必要な世話をし，動植物とちょうど良い距離で共存する生活が大切で
ある。 

・ これ以上，緑を減らさないことが大切である。 
・ 市は３つの河川（利根川，鬼怒川，小貝川）に囲まれており，首都圏に近いとともに，豊かな自

然環境に恵まれている。これらの自然環境を将来にわたって残していくことが最も大切である。 
・ 太陽光など自然エネルギーを最大限に利用し，限りある化石エネルギー使用の削減に努め，二酸

化炭素排出量削減に向けて行政と市民が一体となって取り組んでいくことが「環境にやさしい生
活」につながっていく。 
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第 2 次守谷市環境基本計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
現 状 

■美化の重要性など環境に対する意識を啓発するために，市民との協働により，清掃・美

化活動を定期的に実施しています。 

■現在活用されていない住宅，いわゆる空き家が年々増加しています。 

■市内の大気，騒音，振動は，おおむね環境基準を満たしていますが，河川等水質，地下

水質は，年度や測定地点により環境基準を上回る測定結果が出ています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

 

 

 

 

■幹線道路沿いや公園などで，ごみや空き缶，タバコの吸殻，犬のふんが散乱している状

況が見られます。 

これまでの取組 

■東日本大震災に起因した，東京電力福島第一原子力発電所事故により放出された放射性

物質が守谷市にも降下し影響を及ぼしました。 

■排出されたごみ・資源物（古紙・古布類を除く）は，常総環境センターで処理されてい

ます。また，市内には生ごみの堆肥化施設が設置されており，施設への生ごみの搬入量

も年々増加しています。 

 

環境調査を定期的に行っています。 （平成 26 年度環境調査結果） 

調査種類 調査箇所数 調査項目数 １項目でも基準値を超えた箇所数 

大気 31 1（二酸化窒素） 1 

騒音 16 1（騒音レベル） 0 

振動 16 1（振動レベル） 0 

河川等水質 18 12（透視度など） 6 

地下水質 16 16（一般細菌など） 6 

 

守谷市は，放射性物質汚染対処特措法に基づき汚染状況重点調査地域に指定され，「守

谷市除染実施計画」を策定し，平成 25 年 8 月末に子どもの生活空間を中心とした除染作

業を完了しました。 

 

市民との協働による清掃・美化活動を，次のように実施しています。 
主な活動名 内   容 備 考 

環境美化の日 市民が自治会・町内会単位で美化活動を実施 
6，9，12 月の
第１日曜日実施 

利根川河川敷 
クリーン作戦 

利根川・鬼怒川河川敷における清掃活動を実施 
※利根川河川敷環境保全実行委員会との共催 

例年 3 月実施 

鬼怒・小貝川 
クリーン大作戦 

小貝川河川敷における清掃活動を実施 例年 7 月実施 

市民団体との 
合同清掃作業 

市内の道路，公園などの美化活動を実施 
※「もりやをきれいにしよう会」との合同清掃作業 

年数回実施 

ポイ捨て防止 
キャンペーン 

守谷市ポイ捨て等防止に関する条例施行を記念して駅前美化
活動を実施  ※「守谷駅前クリーンズ」との共催 

例年 5 月実施 

◆環境調査 

◆放射線対策 

◆清掃・美化活動 

（（22））生生活活環環境境ににつついいてて  
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第 2 次守谷市環境基本計画 

 

■利根川河川敷クリーン作戦         ■ごみ排出量（1 人 1 日当たり排出量(g)） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■空き家率（％）              ■資源化（リサイクル）率（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課 題 

取組 3 

安全・快適な暮らしを守る 
（誰もが気持ちよく健やかに 

      生活，活動できるために） 

取組 4 

ごみ減量と資源化を促進する 
（資源の有効活用を 

進めていくために） 

○大気，騒音，振動，河川等水質，

地下水質が安定して環境基準を

満たすように，環境改善に取り

組むことが重要です。 
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出典 ・ごみ排出量：生活環境課，茨城県，環境省 

・空き家率：住宅・土地統計調査結果（総務省統計局） 

・資源化（リサイクル）率：生活環境課，茨城県，環境省 
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○ごみや空き缶，タバコの吸殻，

犬のふんの散乱防止などに向け

たマナーの向上を推進すること

が重要です。 

○清掃・美化活動を今後も継続し

て実施し，多くの市民が参加す

ることが，環境に対する意識向

上のために重要です。 

○空き家を有効活用するなど，今

後，管理が行き届かない空き家

を増やさない取組が必要です。 

○廃棄物削減のための取組を実施

していますが，引き続き，ごみ

の減量，3Ｒ※（Ｐ20 参照）の

推進が必要です。 
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第 2 次守谷市環境基本計画 

 

 

 

 

守谷市では，大規模住宅地への入居促進やつくばエクスプレス（TX）の開通などによ

り人口が急増し，生活環境が変化しました。今後は，環境に配慮した生活や社会活動の

推進とともに，潤いと安らぎのある都市空間を維持・向上させ，自然環境と調和した快

適な生活が送れるまちづくりを進めます。 

 

 

 

 

○気持ちよく健やかな生活を送れるように，生活環境の基盤となる大気，騒音，振動，

河川等水質，地下水質などの環境改善に取り組みます。 

○放射能に対するモニタリング調査を継続して行い，情報を公開します。 

○ごみや空き缶，タバコの吸殻，犬のふんが散乱している状況が見られます。市全体

が気持ちよく生活できる空間となるよう環境美化活動を推進するとともに，良好な

生活環境を守るための啓発を強化するなど，意識向上を促しながら暮らしの快適性

をさらに高めます。 

○空き家が増加することにより，地域住民の生活環境に悪影響を及ぼす可能性がある

ため，管理が行き届かない空き家の増加を抑制する仕組みや対策を検討します。 

 

 

 

 

○「守谷市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」に基づき，3Ｒの推進や生ごみの堆肥化

などごみの資源化や再利用を進め，市内から排出されるごみの減量化を推進します。 

 
 
 

■環境指標の現状値と目標値 

適 用 環 境 指 標 
現 状 値 

（平成 26 年度末） 
目 標 値 

（平成 37 年度末） 

取組 3 公害苦情受付件数 
270 件 

（※平成 27 年度） 
240 件 

取組 3 
良好な生活環境が保たれていると

思う市民の割合 
78.8％ 81.0％ 

取組 3 空き家率 
9.8％ 

（※平成 25 年調査） 

12.8％ 

（※平成 35 年調査） 

取組 4 
1 人 1 日当たり 

ごみ排出量 
836.5ｇ/人・日 772.0ｇ/人・日 

取組 4 
ごみの分別収集に 

取り組んでいる市民の割合 
82.1％ 90.0％ 

基本目標 2 

良好な生活環境を維持し，さらに向上させます  

取組 3          安全・快適な暮らしを守る 

（誰もが気持ちよく健やかに生活，活動できるために） 

取組 4         ごみ減量と資源化を促進する 

（資源の有効活用を進めていくために） 
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第 2 次守谷市環境基本計画 

   
 
≪取組 3：安全・快適な暮らしを守る≫ 
 

市民，事業者の行動 
◆ 水質悪化につながる物質の排水については，適切な処理を行います。 

◆ 生活の中や事業活動における，大気汚染，水質汚濁，騒音，振動，悪臭，光害の防止に

努めます。 
◆ 空き缶・タバコのポイ捨て，ごみの不法投棄，廃棄物の焼却，犬のふんの放置は行いま

せん。 
◆ 公園，緑地などの清掃・美化活動に積極的に参加します。 
◆ ごみ集積所の美化に努めます。 
◆ 住居・事業所を使わなくなった場合には，引き続き適正に維持管理します。 
 
市の行動 

◆ 生活の中や事業活動における，大気汚染，水質汚濁，騒音，振動，悪臭，光害の防止の

周知指導に努めます。 
◆ 市内各公共施設などにおける放射線量を定期的に測定し，結果を公表します。 
◆ 生活マナーの向上や環境美化活動への参加を促すための広報・周知活動を展開します。 
◆ ごみの不法投棄防止のためのパトロールや，啓発活動を行います。 
◆ 空き家の状況把握を行い，所有者に対し適正な管理を促すとともに，有効活用などによ

り，管理が行き届かない空き家の増加抑制に努めます。 
 
 
 

≪取組 4：ごみ減量と資源化を促進する≫ 
 
市民，事業者の行動 
◆ 生活習慣を見直し，必ずしも必要でないものの購入や消費を控え，ごみを少なくする生

活に努めます。 
◆ 商品購入の際は，エコマークやグリーンマークつき商品など，環境に配慮した商品を選

択し，使い捨て商品を購入しないよう努めます。 
◆ 再資源化をすすめ，ごみ排出量の削減に努めます。 
◆ リサイクル伝言板を利用し，リユース（再使用）に協力します。 
◆ ごみをきちんと分別し，効率的なごみ処理に協力します。 
◆ 生ごみの水切りや堆肥化などへの取組により，可燃ごみの減量に努めます。 
 
市の行動 
◆ 焼却ごみを減らすために，事業者に対して包装の簡易化を要請するとともに，消費者の

エコバッグ利用を促進します。 
◆ ごみを資源に変えるために，リサイクル伝言板の運営を継続するとともに，3Ｒの推進

に取り組みます。 
◆ ごみ分別を周知・徹底し，各家庭や事業所からのごみ排出量の削減に努めます。 
◆ ごみを減らす工夫や取組を紹介・提案し，ごみを減らす意識の向上につなげます。 

 
 

 

市民，事業者からの一言（アンケート調査結果から） 

・ 広報紙に適切なごみ処理法を掲載するなど，行政で働きかけてほしい。 
・ 排気ガスを少なくして空気のきれいなまちとし，川や沼も汚濁をなくし，子供達がきれいな所で

育ってほしい。 
・ 各家庭のごみの分別をきちんとすることが大切である。守谷市は分別が細かいため，不燃ごみな

どが可燃ごみに混ざって出されていることが多い。各自きちんと分けて出すことから，意識を高
めていくことが大事だと思う。 

・ 生ごみは，水分を切り古新聞に包みまとめて出すようにしている。 
・ 「節約」が環境にやさしい生活につながる気がする。自転車を利用したり，裏紙の利用や洗濯に

風呂の水を使ったり，可能な限りリサイクル品を使うなど，節約を楽しんでいる。 
・ 資源の無駄遣いはしない。リサイクルできるものは徹底して資源物に出すようにしている。 
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第 2 次守谷市環境基本計画 

 

 

 
「3Ｒ」ってなに？ 
 
 

第 1 に「Reduce」：リデュース（発生抑制） 

—ごみの量を減らすこと— 

ごみを減らすために最も重要で，かつ，効果があるのはごみを出さないことです。

本当に必要なものか，すぐにごみにならないかといった判断や，必要のない包装は

断る，使い捨ての製品をなるべく用いないようにするなどの配慮が必要です。 
 
 

第 2 に「Reuse」：リユース（再使用） 

—ものを繰り返し使用すること— 

いらなくなったものを捨てる前に（あるいはリサイクルを考える前に），必要な人

に譲ったり，故障の修理や洋服の修繕をするなど，すぐに捨てない行動を意識する

ことがごみの減量につながります。  
 
 

第 3 に「Recycle」：リサイクル（再生利用） 

—ごみを資源として再び利用すること— 

リサイクルするためには，回収するための負荷や，原料化してもう一度製品を作

り直す負荷など，時間と労力がかかります。しかし，ごみとして排出し処分するこ

とと比較すれば地球環境にやさしい仕組みといえます。ごみを正しく分別したり，

再生製品を選択するなど，この取組に積極的に参加していくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：3Ｒまなびあいブック（環境省，平成 26 年） 



第３章 計画の体系，基本目標，その目標に向けた取組 
 

21 

 

第 2 次守谷市環境基本計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆守谷市ポイ捨て等防止に関する条例（平成 20 年 5 月 30 日（ごみゼロの日）施行）  

 

 ○禁止行為等について 

区  域 禁止行為 罰  則 

ポイ捨て等禁止強化区域 

  

①ポイ捨て 

②路上での喫煙 

③飼い犬等のふんの放置 

過料の徴収 

（2 万円以下。当面は 2 千円） 

その他の区域 

（「ポイ捨て等禁止強化区

域」を除く，市内全域の公

共の場所） 

 

①ポイ捨て 

②路上での喫煙※ 

③飼い犬等のふんの放置 

※立ち止まり，携帯用の灰皿

を使用しての喫煙は，禁止行

為の対象になりません。 

・勧告 

・勧告に従わない場合は，氏名・

住所・勧告の内容の公表（告示） 

 ○対象者とその責務（抜粋） 

市民又は市内を通過する人 自宅周辺をきれいに保ち，外出時に出たごみは持ち帰るか，

ごみ箱に捨てること。 

市内で事業を行っている人 事業所の周辺をいつもきれいにすること。また，容器入りの

食べ物や飲み物を販売している事業者は，消費者にポイ捨て

防止のための啓発を行うと同時にごみ箱や回収箱を設け，周

辺をきれいに保たなければならない。 

ペットを飼っている人 ふんなどで他人の土地や建物を汚したときには，汚れを取り

除き，元の状態に戻すこと。 
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第 2 次守谷市環境基本計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
現 状 

■市内の小中学校では環境教育を実施しており，国語科，社会科，理科，技術・家庭科，

総合的な学習の時間において，環境に関する問題について学んでいます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

■市民等アンケート調査では，「環境問題」について多くの子どもたちが，生活に関する

切実な問題であると気付きながらも関心がないという結果になっています。同時に，「環

境問題」とは「生活環境の問題」というより「地球環境の問題」と捉えている傾向が見

られました。 

これまでの取組 

小中学校では，授業の中で次のような環境に関する事柄について学んでいます。 

科 目 内   容 

国語科 持続可能な社会への取組に関するリーフレット作成 

社会科 環境センター見学，環境新聞作成，地球環境問題と私たち 

理科 学校周辺の植物探し・成長調べ，エネルギー資源の考察 

技術・家庭科 ３R 推進についての学習，夏野菜の栽培，ハーブの水耕栽培 

総合的な 
学習の時間 

学校花壇整備，グリーンカーテン，米作り，公園里親事業，ボランテ
ィア清掃，リサイクル活動，環境ポスター展応募 

身近な自然環境の重要性を啓発するために，次のような活動が行われています。 

主な活動名 内   容 

春・秋の 

自然観察会 

守谷城址公園，北園森林公園，やまゆり公園，浅間神社，立沢谷津，
板戸井地区，同地地区等での自然観察（4・10 月実施） 

タカの渡り観察会 野木崎地区下川岸利根川堤防上でのタカの渡りの観察（9 月実施） 

野鳥の森散策路と

鳥のみち 
守谷城址・愛宕谷津周辺における自然観察路の整備（通年実施） 

親子自然体験 里地・里山や市内各地での親子自然体験（通年実施） 

◆学校での環境教育 

（（33））環環境境活活動動ににつついいてて  

多くの市民活動団体などが多様な里地・里山活動に取り組んでいます。 

主な活動名 内   容 

耕作放棄地の再生

と田んぼの学校 

水田再生，遊歩道整備，田植え，稲刈り，泥んこ運動会 
（立沢，同地地区など） 

屋敷林・斜面林の

間伐，管理 

間伐整備，炭焼き 
（立沢，同地地区など） 

里地・里山の生態

系の保全・再生 

ホタル・山百合・彼岸花などの保全・再生 
（大柏・野木崎地区など） 

■市では自然環境啓発活動を定期的に実施しています。また，市民活動団体などにより動

植物にとって重要な生息・生育環境となる里地・里山の保全活動が，地域の特性に応じ

て行われています。 

◆自然環境啓発活動 

◆里地・里山保全活動 
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第 2 次守谷市環境基本計画 

 

■環境教育を受ける子どもたち       ■親子自然体験（田植え） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○子どもたちだけでなく，市民，

事業者，市との協働による市民

全体での環境教育・環境学習の

充実が必要です。 

○自然環境啓発活動を効果的・継

続的に行うとともに，活動の後

継者の育成や世代間交流を進め

ることが必要です。 

○地域の環境問題への関心を高め

るために，幼少期から環境教

育・環境学習を進めることが重

要です。 

課 題 

 

 

 

 

      写  真 

 

 

 

 

      写  真 

■市民等アンケート調査結果 

取組 5 

環境教育・環境学習を推進する 
（環境を知り，大事にする 

   人たちを増やしていくために） 

取組 6 

環境に配慮した活動の輪を広げる 
（環境活動の効果的な推進のために） 

大人 

事業者 

子ども 

【環境問題への関心】 【環境問題とは】 

自然環境問題

63

24%

生活環境問題

58

22%
地球環境問題

67

26%

快適な環境に

関係する問題

26

10%

全ての

環境問題

46

18%

大変関心が

ある

4

3%

関心がある

35

25%
あまり関心が

ない

100

71%

関心がない

2

1%

大変関心

がある

19

14%

関心がある

78

57%

あまり関心が

ない

35

25%

関心がない

6

4%

大変関心

がある

115

10%

関心が

ある

596

55%

あまり関心

がない

375

34%

関心が

ない

7

1%
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環境保全に関する情報をより多く収集し，環境の仕組みやその重要性などを周知する

とともに，より深く理解してもらうため，環境教育・環境学習の場や機会の提供を行い，

環境保全に向けた活動に取り組みます。 

 

 

 

 

 

○環境問題を解決するためには，一人ひとりの行動がとても重要です。そして，環境

の仕組みを理解するための教育・学習の場と機会を広げていくことが，行動の原動

力となります。環境に関する意識の向上と，環境に配慮した行動を促進するため，

幅広い分野から収集した環境に関する情報を用いて，幼少期からの自然体験，学校

での環境教育，地域や市民大学などでの環境学習，体験学習を推進します。   

 

 

 

 

○環境の保全を継続的に進めていくには，市民と事業者などの世代間での幅広い活動

や，活動の後継者育成が必要不可欠となります。そのため，これまで以上に世代を

越えた市民，事業者，市が，それぞれの役割を分担し，協働して環境に配慮した活

動を推進します。 

 

 

 

■環境指標の現状値と目標値 

適 用 環 境 指 標 現 状 値 
（平成 26 年度末） 

目 標 値 
（平成 37 年度末） 

取組 5 
公立小中学校での 

環境教育としての取組事例数 
29 事例 44 事例 

取組 6 
環境に関する 

市民活動団体構成人数 
412 人 420 人 

基本目標 3 

豊かで良好な環境を未来へ引き継ぐ取組を進めます 

取組 5        環境教育・環境学習を推進する 

（環境を知り，大事にする人たちを増やしていくために） 

取組 6        環境に配慮した活動の輪を広げる 

（環境活動の効果的な推進のために） 
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≪取組 5：環境教育・環境学習を推進する≫ 
 

市民，事業者の行動 
◆ 自然観察会や出前授業など，環境教育・環境学習や体験学習の場や機会の充実に協力し

ます。 
◆ 環境に関する活動やセミナー，シンポジウムなどに積極的に参加するとともに，開催に

協力します。 
◆ 幼少期から自然の恵みを体感できるように，子育てサークルや里地・里山団体などが連

携して，食育活動や木育活動などの自然体験，環境学習，体験学習に取り組みます。 
 
市の行動 
◆ 広報紙や市ホームページなどにより，守谷市の環境に関する情報や，市民の先進取組事

例などを紹介します。 
◆ 自然観察会や里地・里山の保全活動などの周知を行い，広く参加を呼び掛けます。 
◆ 環境教育・環境学習や体験学習を，小中学校で展開していくよう努めるとともに，高等

学校においても展開していくように働きかけます。 
◆ 市民大学に環境コースを設置するなど，環境教育・環境学習や体験学習に誰もが，主体

的に参加できるような機会の創出に努めます。 
 
 
 

≪取組 6：環境に配慮した活動の輪を広げる≫ 
 
市民，事業者の行動 
◆ 自然観察会や里地・里山の保全活動などの自然環境啓発活動に参加します。 
◆ それぞれが持つ専門知識を，環境教育・環境学習や体験学習に役立てます。 
◆ 里地・里山の保全活動（間伐，枝払い，清掃など）を推進します。 
◆ 里地・里山の保全活動には，正しい知識と技術が必要なことから，ミュージアムパーク

茨城県自然博物館や茨城県生物多様性センターの助言を受けるなど，人材育成に努めま
す。 

◆ 環境に関する活動では，世代間の垣根を越え一体となって活動を行うとともに，後継者
育成に取り組みます。 

◆ 市民活動団体などが連携して情報・技術・労力などを共有し，活動を活性化させます。 
 
市の行動 
◆ 子どもが参加しやすい地域の環境活動を推進します。 
◆ ＮＧＯ／ＮＰＯや市民活動団体など，世代や性別を越えた活動や団体間をつなぐ組織づ

くりを支援し，課外学習や地域活動における交流の機会の提供に努めます。 
◆ 公園などの里親制度・維持管理団体制度を推進します。 
◆ 専門的な知識を有するミュージアムパーク茨城県自然博物館や茨城県生物多様性センタ

ーの助言を受けるなど，人材育成に努めます。 
 
 
 

市民，事業者からの一言（アンケート調査結果から） 
・ 自然との共存についての教育が大切だと思う。 
・ 学生の頃から環境に関する講習を行い，近隣，地域に関心を抱いてもらえるとよい。 
・ 幼稚園や小学校の段階からの環境教育をぜひ導入・推進してほしい。 
・ 守谷市は面積がコンパクトなので，地域活動に参加する人がもっと増えれば，環境はさらに良く

なると思う。 
・ 自分たちができる事を，まずやることが大切である。ボランティア活動には，一人では参加しに

くいので，団体で参加するとより楽しく活気が出ると思う。 
・ 学校や法人，個人，行政が協力し，自然環境の保全を行うことが必要である。 
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第 4 章 計画の推進及び進行管理 

 

4－1 計画の推進    

本計画を効果的に推進していくために，以下の事項に取り組みます。  

 

（1）市民，事業者，市の協働 

本計画の実効性をより高めるためには，市民，事業者と市が環境の保全に対する共

通の認識を持ち，それぞれの役割を分担し，相互の連携・協力が図れるような取組が

必要となります。 

市民や事業者からの提言などが反映されるよう配慮しながら，環境問題に関する施

策，事業を推進していきます。 

 

（2）環境情報の収集・発信 

環境施策を効果的・計画的に推進するために，地域を越えて広く環境に関する情報

を収集し，広報紙や市ホームページなどを通じて市民・事業者などに発信し，環境に

関する情報を共有します。 

 

（3）環境教育・環境学習の推進 

事業者や市は，職員に対して，環境教育・環境学習への参加奨励を行い，地域の環

境保全活動などに率先して参加できる人材の育成に努めます。 

また，市民，事業者の環境保全への理解と積極的な活動を進めるため，環境教育・

環境学習の場や機会の提供を行います。 

 

（4）近隣の地方公共団体，関係機関などとの連携 

市は，近隣の地方公共団体と共通する環境問題への対応について，国，県，近隣の

地方公共団体，関係機関などとの連携・協力を図りながら，広域的な視点から施策，

事業の推進に取り組みます。 
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市 
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市民 

・ 

事業者 

 

 

 

 

守谷市環境審議会 

 

国，県，近隣の地方公共団体，関係機関など 

(共通する環境問題への対応) 

連携・協力 

答申・意見 

連携・協力 

支援・情報提供 

報告 指示 

報告 指示 

諮 問 

環境施策検討委員会 

市  長 

環境施策 

ワーキングチーム 
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4－2 計画の進行管理 

 

本計画の実現に向けた継続的な改善を行うために，P（Ｐｌａｎ：計画），D（Ｄ

ｏ：実施），C（Ｃｈｅｃｋ：点検・評価），A（Ａｃｔｉｏｎ：改善）サイクルを活

用して適切な進行管理をしていきます。 

毎年度，本計画に掲げる各取組における「環境指標」の達成状況を把握・評価した結

果や，市の環境調査の結果などをまとめた報告書を作成し，その内容を全職員で共有す

るとともに，環境審議会に報告し，精査を受けた上，市ホームページなどを活用して市

民や事業者などに公表します。 

また，進捗状況の遅れが見られる場合には，要因などの分析を行い，施策の改善・見

直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｐｌａｎ】 

・実施状況の点検・評価 
施策実施状況を点検・
評価します。 

・情報の共有・確認 
全職員，環境審議会，
市民，事業者で情報を
共有・確認します。 
 

【Ａｃｔｉｏｎ】 

・環境基本計画の策定 

環境基本計画を策定し

ます。 

・環境基本計画の見直し 
必要に応じて環境基本
計 画 の 改 定 を 行 い ま
す。 

【Ｄｏ】 

・施策の実施 
環境基本計画に基づく
施策を実施するととも
に，市民・事業者が行
う取組への支援を行い
ます。 

【Ｃｈｅｃｋ】 

・施策の改善・見直し 
施策実施状況の評価を
基に，施策の改善・見
直しを行います。 
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1 守谷市環境基本条例 

2 第 2 次守谷市環境基本計画（案）諮問書，答申書 

3 第 2 次守谷市環境基本計画の策定経過 

4 守谷市環境審議会委員等名簿 

5 市民等アンケート調査の結果概要 

6 地球温暖化防止への取組 

7 環境指標値の把握方法 

8 用語説明 
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1 守谷市環境基本条例 

 

守谷市環境基本条例 

 

目次 

前文 

第 1 章 総則(第 1 条～第 9 条) 

第 2 章 環境の保全に関する施策等(第 10 条～第 21 条) 

第 3 章 市，事業者，市民及び市民以外の者の協働(第 22 条～第 28 条) 

第 4 章 地球環境の保全の推進(第 29 条) 

附則 

 

私たちが住む守谷市は，利根川，鬼怒川，小貝川の 3 つの河川をはじめとする豊かな自然環境

からの恵みを受け，快適で便利な生活を目指したまちづくりにより発展してきました。 

しかし，近年の飛躍的な経済発展，急激な都市化により，私たちの周りでも平地林，屋敷林及

び斜面林並びに谷津などの身近な緑地や野生動植物の生息空間となる自然環境の減少，生活環境

に影響を与える公害，廃棄物の処理等の問題，更にはダイオキシン，内分泌撹乱化学物質いわゆ

る環境ホルモン等の新たな問題が生じ，私たちを取り巻く環境に大きな影響を与えはじめていま

す。 

また，地球環境に目を向けると，地球温暖化，オゾン層の破壊や地下資源の枯渇といった危機

的状況が問題視されています。 

このような地球環境破壊の脅威は，現代の私たちにだけでなく，子どもたちや孫たちといった

次の世代に現れることが明らかであります。そこで，現代の私たちに問われているのは，次の世

代への思いやりであり，良好な地球環境を守る責務と役割であります。 

このような状況を踏まえ，私たちは，大量生産，大量消費，大量廃棄いわゆる使い捨てといっ

た一方通行型の経済システムから，資源節約型で環境に与える影響が少ない循環型社会への転換

を目指して，これまでのライフスタイル，行政・経済システムや事業活動などのあり方を見直し，

良好な自然・住環境の保全，回復とともに新たな創造をしていく必要があります。 

私たちは，守谷市に関係するすべての人たちと協力し，先人から受け継いだ清流と豊かな緑に

つつまれた自然環境並びに歴史と伝統を守っていく責務を果たすとともに，現在及び将来の市民

だれもが生命，財産の安全と健康な心身を保持し，快適で文化的な生活を営む権利を享受できる

環境に発展させ，次の世代に継承するため，この条例を制定します。 

 

平成 11 年 3 月 19 日 

条 例  第 １ 号          
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第 1 章 総則 

(目的) 

第 1 条 この条例は，環境の保全，回復及び創出(以下「環境の保全」という。)について，基本

となる理念を定め，市，事業者，市民及び市民以外の者の責務を明らかにし，環境の保全に関

する施策の基本となる事項を定め，更に，その施策を総合的かつ計画的に推進し，もって現在

及び将来の市民の健康で文化的な生活の確保並びに福祉の向上に寄与することを目的とする。 

(定義) 

第 2 条 この条例において，「環境への負荷」とは，人の活動により環境に加えられる影響であ

って，環境の保全上，支障の原因となるおそれのあるものをいう。 

2 この条例において，「循環型社会」とは，自然の物質循環を損なうことなく継続的に発展する

社会をいう。 

(基本理念) 

第 3 条 環境の保全は，現在及び将来の世代の市民だれもが生命，財産の安全と健康な心身を保

持し，快適で文化的な生活を営む権利を享受するとともに，人類の存続基盤である地球環境を

良好な状態で将来の世代に継承することができるように適切に推進されなければならない。 

2 環境の保全は，すべての者が公平な役割分担の下で，健全で恵み豊かな環境を維持しつつ，

環境への負荷の少ない循環型社会が実現されるよう推進されなければならない。 

3 環境の保全は，日常生活及び事業活動において，自主的かつ積極的に行われなければならな

い。 

4 環境の保全は，人と自然が共生できるよう多様な自然環境が保全され，及び自然の物質循環

を損なうことなく，地域の自然，文化，産業等との調和がとれた，潤いと安らぎのある快適な

環境を形成していくよう推進されなければならない。 

(協働の責務) 

第 4 条 市，事業者，市民及び市民以外の者は，協働することによってそれぞれの責務を果たす

とともに，環境の保全に寄与することに努めなければならない。 

(市の責務) 

第 5 条 市は，基本理念にのっとり，環境の保全に関する基本的かつ総合的な施策を策定し，及

び実施する責務を有する。 

2 市は，環境の保全に関する事業者，市民及び市民以外の者の意識の向上等を図るため，広く

各層，各世代にわたる市民の理解を得られる方策の実施に努めるものとする。 

3 市は，必要に応じ，国，県等に対し市の施策に関する協力を要請し，良好な環境の実現に努

めなければならない。 

(事業者の責務) 

第 6 条 事業者は，基本理念にのっとり，事業活動を行うときは，環境への負荷を低減するとと

もに，その事業活動に伴って生じる公害を防止するために必要な措置を講じなければならない。 

2 事業者は，その事業活動に係る製品その他のものが使用され，又は廃棄されることによる環

境への負荷を低減するために必要な措置を講じなければならない。 

3 事業者は，市の規制を遵守するとともに，市が実施する環境の保全に関する施策に協力しな

ければならない。 

(市民の責務) 

第 7 条 市民は，基本理念にのっとり，環境の保全に関心を払うとともに，環境の保全に必要な

知識を得ることに努め，環境の保全についての理解を深めることに配慮しなければならない。 

2 市民は，良好な環境の実現に向け主体的に取り組み，自ら日常生活において生活行動が環境

を損なうことのないよう，環境への負荷の低減に自ら努めなければならない。 

3 市民は，環境の保全に自ら努めるとともに，市が実施する環境の保全に関する施策に積極的

に参加，協力しなければならない。 

(市民以外の者の責務) 

第 8 条 旅行者及び市を訪れた者その他滞在者は，基本理念にのっとり，環境の保全に自ら努め，

市が実施する環境の保全についての施策に協力するとともに，みだりに市内に廃棄物を投棄し，
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又は放置して，市の良好な環境を損なってはならない。 

(国，県及び他の地方公共団体との協力) 

第 9 条 市は，環境の保全に関する施策で広域的な取組みが必要とされているものについては，

国，県及び他の地方公共団体と協力して推進するものとする。 

2 市は，常総地方広域市町村圏における環境の保全に関する相互理解と連携の強化に自ら努め，

推進するものとする。 

第 2 章 環境の保全に関する施策等 

(環境優先の理念) 

第 10 条 市は，すべての施策の策定及び実施に当たっては，環境優先の理念の下に，環境への

負荷の低減その他の環境の保全に配慮するとともに，必要な措置を講ずるものとする。 

(環境基本計画の策定) 

第 11 条 市長は，環境の保全に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため，守谷市環境

基本計画(以下「環境基本計画」という。)を策定しなければならない。 

2 環境基本計画は，次に掲げる事項について定めるものとする。 

(1) 環境の保全に関する長期的な目標，基本方針，総合的な施策の大綱及び環境配慮の指針 

(2) その他環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため必要な事項 

3 市長は，環境基本計画を策定するに当たっては，市民の参画により，意見を十分把握した上，

守谷市環境審議会に意見を求めなければならない。 

4 市長は，環境基本計画を策定するに当たっては，その主旨が事業者及び市民の理解と施策の

推進への協力が得られるよう努めるものとする。 

5 市長は，環境基本計画を策定したときは，速やかにこれを公表するものとする。 

6 前 3 項の規定は，環境基本計画の変更について準用する。 

(基本計画との整合) 

第 12 条 市は，施策の策定及び実施に当たっては，環境基本計画との整合を図らなければなら

ない。 

(調査の実施) 

第 13 条 市は，環境の状況を的確に把握するとともに，環境の保全に関する施策の適正な推進

を図るため，環境に関する情報の収集及び調査に努めるものとする。 

2 市は，事業者及び市民から申出があった場合，当該申出事項について調査し，公表するよう

に努めるものとする。 

(環境影響評価の推進) 

第 14 条 市は，環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事項について，環境の保全に適切な配

慮がなされるよう，環境に及ぼす影響を事前に評価するために必要な措置を講ずるものとする。 

(環境監査) 

第 15 条 市，事業者及び市民は，自らの行為に係る環境への負荷の低減を図るために行う措置

について，環境監査を行うよう努めるものとする。 

2 市長は，特に必要があると認めたときは，事業者及び市民に対して環境監査の実施を促し，

その結果について報告を求める等，適切な措置を講ずるものとする。 

(規制及び誘導措置) 

第 16 条 市は，環境の保全上の支障を防止するため，必要な規制及び誘導措置を講ずるように

努めるものとする。 

(財政上及び法制上の措置) 

第 17 条 市は，環境の保全に関する施策を推進するために必要な財政上の措置及び法制上の措

置を講ずるように努めるものとする。 

(指導，助言，勧告等) 

第 18 条 市は，環境の保全のために必要があるときは，事業者，市民及び市民以外の者に対し，

指導，助言及び勧告を行うことができるものとする。 

2 市は，前項の勧告を受けたものがその勧告に従わない場合において，必要があるときは，そ

の勧告の内容を公表することができるものとする。 
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(公害の防止及び紛争の処理等) 

第 19 条 市は，公害を防止するとともに，被害が発生したときは，原因を究明し，被害を最小

限にくい止め，被害者の救済，紛争の早期解決のため，迅速かつ適正な措置を講ずるものとす

る。 

(施設の整備その他事業の推進) 

第 20 条 市は，環境への負荷の低減に資する施設を整備し，及び事業の推進を図るため，必要

な措置を講ずるように努めるものとする。 

2 市は，多様な野生動植物の生息空間の減少を防ぐために，私権を妨げない範囲で平地林，屋

敷林，斜面林更に谷津などの緑地の確保に努めるものとする。 

3 市は，自然環境に配慮した良好な景観の形成及び歴史的文化的資源の保全が図られるよう，

必要な措置を講ずるものとする。 

4 市は，自然の物質循環を損なわない資源の有効利用を実現させるため，省エネルギー，ごみ

の減量・リサイクルや廃棄物処理の適正化などが推進されるよう必要な措置を講ずるように努

めるものとする。 

5 市は，率先して環境問題に取り組む姿勢を示すための手段として国際標準化機構等の認証取

得に努めるものとする。 

(環境への負荷の低減に資する製品等の利用の促進) 

第 21 条 市は，環境への負荷の低減を図るため，事業者及び市民とともに資源の循環的な利用，

エネルギー等の有効利用及び廃棄物の減量が促進されるように努めるものとする。 

2 市は，再資源その他の環境への負荷の低減に資する原材料，製品，役務等の利用が促進され

るように努めるものとする。 

第 3 章 市，事業者，市民及び市民以外の者の協働 

(市民意見の反映) 

第 22 条 市は，環境の保全に関する施策を効果的に推進するため，環境の保全に対する申出な

ど，市民等の意見を反映できるよう，必要な措置を講ずるものとする。 

(環境教育及び環境学習の推進) 

第 23 条 市は，事業者及び市民が環境の保全についての理解を深め，環境の保全に関する活動

を自ら行う意欲が増進されるよう，人材の育成その他の必要な措置を講ずるとともに，環境の

保全に関する教育及び学習の推進に努めるものとする。 

2 市は，環境教育の推進を図るため，児童，青少年の環境の保全に関する理解を深めることが

できる方策を講ずるように努めるものとする。 

(民間団体等の自発的な活動の促進) 

第 24 条 市は，環境の保全に関する活動を自発的に行う団体及び個人に対し，その自発的な活

動が促進されるように，必要な支援を行うよう努めるものとする。 

(情報の公開と提供) 

第 25 条 市は，地域環境の現状に関する情報，市が策定した施策等，将来の環境の保全に寄与

する情報については，守谷市情報公開条例(平成 10 年守谷町条例第 4 号)の定めるところによ

り公開を行うほか，個人及び法人の権利を損なわない限り積極的に提供するよう努めるものと

する。 

(施策の評価) 

第 26 条 市は，環境の保全に関する施策を適正に実施するために，施策の進捗状況等を必要に

応じ評価するものとする。 

(報告書の作成等) 

第 27 条 市長は，市民が環境の現状に対する理解及び認識を深め，環境の保全に関する市民の

自主的かつ積極的な行動が促進されるよう，毎年，環境の状況及び環境の保全に関して講じた

施策に関する報告書を作成し，これを公表するものとする。 

(協力体制の整備) 

第 28 条 市は，各種の施策について総合的に調整するとともに，環境の保全に関する施策を推

進するため，必要な体制を整備するものとする。 
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2 市は，環境の保全を効果的に推進するため，事業者及び市民との緊密な協力体制を整備する

ものとする。 

3 市は，他の地方公共団体との交流及び研究機関との連携に努め，将来の環境に支障をきたす

と予想されるダイオキシン，内分泌撹乱化学物質いわゆる環境ホルモンなどの最新事例等につ

いて，常に必要な情報を集積し，その成果を普及させるための措置を講ずるものとする。 

4 市は，先進都市，先進事業者に関する事例の調査，研究に努め，市の施策に反映できるよう

な措置を講ずるものとする。 

第 4 章 地球環境の保全の推進 

(地球環境の保全に資する行動の促進) 

第 29 条 市は，地球環境の保全について，国際的な認識や協力のもとに国際的機関，国，県及

び他の地方公共団体及び民間団体等と連携し，地球の温暖化の防止，オゾン層の保護その他の

地球環境の保全に資する施策を自ら積極的に率先し，推進するものとする。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 
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2 第 2 次守谷市環境基本計画（案）諮問書，答申書 
 

守谷発第 ５７２号 

平成２８年６月１日 

 

守谷市環境審議会 

会長  鈴木 榮 様 

 

                        守谷市長  会田 真一 

 

 

第 2 次守谷市環境基本計画（案）の諮問について 

 

 

 

本市は，守谷市環境基本条例第 11 条に基づき，平成 26 年度から第 2 次守谷市環境基本計画

を策定してまいりました。 

つきましては，本計画（案）について，貴審議会に諮問いたします。 
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平成２８年８月１８日 

 

守谷市長  会田 真一 様 

 

 

                        

守谷市環境審議会 

会長  鈴木 榮  

 

 

 

第２次守谷市環境基本計画（案）の答申について 

 

 

平成２８年６月１日付け守谷発第５７２号で諮問のあった「第２次守谷市環境基本計画（案）」

について審議した結果，パブリックコメントに関連した調整を含めて，原案のとおり認めるもの

として答申いたします。 

 市長におかれましては，計画の趣旨及び内容を広く市民，事業者に周知し，十分な理解と協力

を得るよう努めるとともに，目標の達成に向け施策の推進をされたい。 
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3 第 2 次守谷市環境基本計画の策定経過 
 

 

 

平成 26 年 8 月 19 日 平成 26 年度第 1 回 

検討委員会 

策定体制，策定スケジュール等 

平成 26 年 10 月 14 日 

     ～11 月 14 日 

市民等アンケート調査の実施 

（対象：市民 3,000 人，事業者 400 件，中学生 4 校 152 名） 

平成 27 年 2 月 4 日 平成 26 年度第 2 回 

検討委員会 

市民等アンケート調査の集計結果 

 

平成 27 年 2 月 16 日 平成 26 年度第 1 回 

環境審議会 

策定の進捗状況 

平成 27 年 7 月 1 日 平成 27 年度第 1 回 

ワーキング 

骨子案審議 

平成 27 年 7 月 22 日 平成２７年度第 2 回 

ワーキング 

骨子案審議 

平成 27 年 8 月 6 日 平成 27 年度第 3 回 

ワーキング 

骨子案審議 

平成 27 年 8 月 12 日 平成 27 年度第 1 回 

検討委員会 

骨子案審議 

平成 27 年 10 月 1 日 平成 27 年度第 2 回 

検討委員会 

骨子案審議 

平成 27 年 10 月 16 日 平成 27 年度第 1 回 

環境審議会 

骨子案審議 

平成 27 年 10 月 27 日 平成 27 年度第 3 回 

検討委員会 

骨子案審議 

平成 27 年 11 月 14 日 市民活動団体環境グループとの意見交換会 

平成 27 年 12 月 22 日 平成 27 年度第 4 回 

ワーキング 

前計画の振り返り調査結果，骨子案審議 

平成 28 年 2 月 2 日 平成 27 年度第 4 回 

検討委員会 

骨子案審議 

平成 28 年 2 月 24 日 平成 27 年度第 2 回 

環境審議会 

骨子案審議 

平成 28 年 2 月 26 日 平成 27 年度第 5 回 

ワーキング 

素案審議 

平成 28 年 3 月 7 日 平成 27 年度第 5 回 

検討委員会 

素案審議 

平成 28 年 3 月 25 日 平成 27 年度第 6 回 

ワーキング 

素案審議 

平成 28 年 4 月 12 日 平成 28 年度第 1 回 

検討委員会 

素案審議 

平成 28 年 5 月 6 日 平成 28 年度第 2 回 

検討委員会 

素案審議 

平成 28 年 6 月 1 日 平成 28 年度第 1 回 

環境審議会 

計画（案）の諮問 

平成 28 年 7 月 8 日 

      ～8 月 7 日 
パブリックコメントによる意見募集実施 

平成 28 年８月 1８日 平成 28 年度第２回 

環境審議会 

計画（案）の答申 

環境施策ワーキングチーム員会議（以下ワーキンクﾞ） 

環境施策検討委員会（以下検討委員会） 
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4 守谷市環境審議会委員等名簿 
 

 

■守谷市環境審議会委員名簿（敬称略）              ◎：会長 ○：副会長 

委嘱区分 所属・役職 
氏   名 

平成 26・27 年度 平成 28 年度 

市議会の代表 

（3 人以内） 
市議会議員 

末村 英一郎 青木 公達 

佐藤 剛史 

長谷川 信市 山田 美枝子 髙梨 隆 

関係機関及び 

団体の代表者 

（5 人以内） 

農業委員会の代表 飯島 重信 高橋 甚一郎 

消費者の会の代表 井田 春江 — 

商工会の代表 宮本 三千代 

利根川河川敷環境保全 

実行委員会 
 ◎鈴木 榮 

守谷市地域省エネルギ

ー対策実行委員会 
 篠 大太郎 

識見を 

有する者 

（3 人以内） 

自然友の会 五木田 悦郎 

県南県民センター 

環境・保安課長 
落合 栄一 栗田 茂樹 石津 尚 

常総環境センター長 草間 昇 稲川 光一 

事 業 主 

（4 人以内） 

塵芥収集委託業者 

（株）シイナクリーン 
椎名 誠 

アサヒビール（株）茨城

工場 
高橋 清 大同 親 

（株）明治守谷工場 古池 智彦 

市民の代表 

（4 人以内） 

 

公募委員 ○清野 修 

もりやをきれいにしよ

う会 
倉持 好一 

利根川河川敷環境保全 

実行委員会 
◎菅原 利喜男  

守谷市地域省エネルギ

ー対策実行委員会 
西田 昌明  
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■守谷市環境施策検討委員名簿                                        

 役   職 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

会 長      副 市 長 橋本 孝夫 橋本 孝夫 橋本 孝夫 

副 会 長      生 活 経 済 部 長 岡田 宏美 坂 浩 坂 浩 

 教 育 長 後藤 光良 後藤 光良 後藤 光良 

 総 務 部 長 笠川 悦範 須賀 三雄 須賀 三雄 

 保 健 福 祉 部 長 横瀬 博 木澤 正幸 木澤 正幸 

 都 市 整 備 部 長 高橋 要 山中 毅 山中 毅 

 教 育 部 長 豊谷 如秀 豊谷 如秀 山﨑 浩行 

 上 下 水 道 事 務 所 長 寺田 弘 寺田 弘 寺田 弘 

 会 計 管 理 者 豊田 みよ子 豊田 みよ子 飯野 亘 

 

 

 

 

■守谷市環境施策ワーキングチーム員名簿 

部     名 課     名 平成 27 年度 

総 務 部 
企 画 課 係長  寺田 政志 

財 政 課 係長  森 大介 

生 活 経 済 部 

交 通 防 災 課 主事  恩田 耕介 

市 民 協 働 推 進 課 課長補佐  古谷 徹 

経 済 課 係長  高橋 健児 

生 活 環 境 課 事 務 局 

保 健 福 祉 部 社 会 福 祉 課 療育指導員  田原 響子 

都 市 整 備 部 
都 市 計 画 課 主事  田嶋 浩太郎 

建 設 課 主事  野島 隼介 

教 育 委 員 会 
学 校 教 育 課 係長  藤原 義訓 

生 涯 学 習 課 係長  海老原 克則 

上 下 水 道 事 務 所 上 下 水 道 課 主事  石井 雄大 
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5 市民等アンケート調査の結果概要 
 

本計画策定に先立ち，環境に対する意識を把握するため，市民等へのアンケート調査を実施

しました。 

 

【調査概要】 

●調査対象 

一般（16歳以上の市内在住者），事業者（市内），子ども（中学校4校） 

 

●調査時期・方法 

・一 般：郵送による配布・回収 （平成26年10月14日～11月 4日実施） 

・事業者：郵送による配布・回収 （平成26年10月24日～11月12日実施） 

・子ども：手渡しによる配布・回収（平成26年11月 4日～11月14日実施） 

 

●配布数 

・一 般：3,000世帯 
守谷（本町・百合ケ丘・松並・ひがし野・中央・小山・同地・赤法花）   960世帯 
高野（高野・鈴塚・乙子）                        63世帯 
大野（野木崎・大柏）                         141世帯 
大井沢（大木・板戸井・立沢・大山新田）                149世帯 
北守谷（久保ケ丘・御所ケ丘・薬師台・松前台）             792世帯 
みずき野                               275世帯 
南守谷（松ケ丘・けやき台）                      512世帯 
美園                                 108世帯 

・事業者：  400件 

・子ども：  152名 

 

●回収状況 

・一 般：1,086世帯（回収率36.2％） 
守谷（本町・百合ケ丘・松並・ひがし野・中央・小山・同地・赤法花） 

366世帯（回収率38.1％） 
高野（高野・鈴塚・乙子）               20世帯（回収率31.7％） 
大野（野木崎・大柏）                 42世帯（回収率29.8％） 
大井沢（大木・板戸井・立沢・大山新田）        51世帯（回収率34.2％） 
北守谷（久保ケ丘・御所ケ丘・薬師台・松前台）     281世帯（回収率35.5％） 
みずき野                       115世帯（回収率41.8％） 
南守谷（松ケ丘・けやき台）             174世帯（回収率34.0％） 
美園                          37世帯（回収率34.3％） 

・事業者：  138件  （回収率34.5％） 

・子ども：  141名  （回収率92.8％） 
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【結果概要】一般 
項目 結果及び考察 

◆一般的な「環境問題」について 

●あなたは，環境問
題に関心がありま
すか 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【結果】 
「大変関心がある」方と「関心がある」方を合わ

せると全体の約 2／3 となっている。 
一方，「あまり関心がないが，今後自分の生活にも

関係する切実な問題であることは認識している」方
が約 1／3 となっている。 
 
【考察】 

多くの市民が環境問題に関心を持っており，関心
がない市民も，今後の自分の生活にも関係する切実
な問題であることは認識している。 

●あなたが考える
環境問題とはどの
ようなものですか 

 【結果】 
「生活環境問題（ごみ，廃棄物，公害）」と考えて

いる方が最も多く，次いで，「全てを含む環境問題」，
「地球環境問題（地球温暖化，オゾン層の破壊，酸
性雨，国際的な環境問題への取組）」，「自然環境問題
（生物の生息・生育環境，自然景観）」となっている。 
 
【考察】 

身近な環境問題や地球規模での環境問題など，環
境問題を幅広く捉えている。 

●あなたが考える，
環境にやさしい生
活（事業）はどのよ
うなものですか 

【結果】 
「現在の生活レベルを現状維持する範囲で工夫し，環境への負担を減らす努力を行う

生活」が最も多く約 3／4 となっている。また，「環境への負担を減らすために，環境を
大切にしていくことを最優先する生活」，「現在の生活レベルを今よりも落としたとして
も，環境への負担を減らす努力を行う生活」が合わせて 1／4 となっている。 
 
【考察】 

大多数の方が，生活レベルは維持しつつ環境への負荷を減らす生活が望ましいと考え
ており，さらに，環境を大切にしていくことを最優先とする生活や生活レベルを落とし
ても環境への負担を減らす生活が望ましいと考えている方も多数いる。 

◆守谷市の環境を良くするための行動への参加について 

●あなたは，守谷市
の環境を良くする
ために地域活動や
環境事業が行われ
る場合，活動への参
加についてどのよ
うに考えますか 

【結果】 
「あまり負担にならなければ，参加しても良い」が最も多く，次いで，「機会があれば，

参加しても良い」，「楽しみながら，自分の日頃培った知識や技術を地域社会に還元した
い」となっており，地域活動や環境事業活動への参加を考えている方が，参加したくな
い方よりも大幅に多くなっている。 
 
【考察】 

多くの市民が，守谷市の環境を良くするための地域活動や環境事業への参加などにつ
いて，肯定的に捉えている。 

◆守谷市の今後の環境について 

●守谷市の環境全
般について，今後，
重要なことはどの
ようなことだとお
考えでしょうか 

【結果】 
「良好な生活環境（大気の汚染，水質の汚濁，土壌の汚染，騒音，振動，地盤の沈下

及び悪臭などがない環境）の保全・改善」が約 1／4 で最も多く，次いで，「快適で便利
な環境（商店，交通など）の整備」，「良好な居住環境（まちのみどり，歴史・文化など）
の保全・整備」，「良好な自然環境（動物，植物，生態系など）の保全・創出」，「身近な
家の周りの環境（公園，緑地など）の保全・整備」となっている。 
 
【考察】 

自分自身の日常にかかわる環境の保全が重要と考えている。 
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【結果概要】事業者 
項目 結果及び考察 

◆一般的な「環境問題」について 

●あなたは，環境問
題に関心がありま
すか 

 【結果】 
「大変関心がある」事業者と「関心がある」事業

者を合わせると全体の約 3／4 となっている。 
一方，「あまり関心がないが，今後事業にも関係す

る切実な問題であることは認識している」事業者が
1／4 となっている。 
 
【考察】 

多くの事業者が環境問題に関心を持っており，若
干，関心がない事業者もみられるが，今後事業にも
関係する切実な問題であることは認識している。 

●あなたが考える
環境問題とはどの
ようなものですか 

 【結果】 
生活環境問題（ごみ，廃棄物，公害）と考えてい

る事業者が最も多く，次いで，地球環境問題（地球
温暖化，オゾン層の破壊，酸性雨，国際的な環境問
題への取組），自然環境問題（生物の生息・生育環境，
自然景観），全てを含む環境問題，快適な環境に関係
する問題（便利さ，都市のみどり，水辺，都市景観，
歴史，文化）となっている。 
  
【考察】 

身近な環境問題や地球規模での環境問題など，環
境問題を幅広く捉えている。 

●あなたが考える，
環境にやさしい生
活（事業）はどのよ
うなものですか 

【結果】 
「現在の事業レベル（生産性，採算性など）を現状維持する範囲で工夫し，環境への

負担を減らす努力を行う事業」が最も多く約 2／3 となっている。 
  
【考察】 

大多数の事業者が，事業レベルは維持しつつ環境への負荷を減らす事業が望ましいと
考えている。 

◆守谷市の環境を良くするための行動への参加について 

●あなたは，守谷市
の環境を良くする
ために地域活動や
環境事業が行われ
る場合，活動への参
加についてどのよ
うに考えますか 

【結果】 
「あまり負担にならなければ，参加しても良い」が最も多く，次いで，「機会があれば，

参加しても良い」，「楽しみながら，自分の日頃培った知識や技術を地域社会に還元した
い」，「目的意識をもって積極的に参加したい」となっている。 
 
【考察】 

地域活動や環境事業活動への参加を考えている事業者が，参加したくない事業者より
も大幅に多くなっていることから，多くの事業者が，守谷市の環境を良くするための地
域活動や環境事業への参加などについて，肯定的に捉えている。 

◆守谷市の今後の環境について 

●守谷市の環境全
般について，今後，
重要なことはどの
ようなことだとお
考えでしょうか 

【結果】 
「良好な生活環境（大気の汚染，水質の汚濁，土壌の汚染，騒音，振動，地盤の沈下

及び悪臭などがない環境）の保全・改善」が最も多く，次いで，「良好な自然環境（動物，
植物，生態系など）の保全・創出」，「良好な居住環境（まちのみどり，歴史・文化など）
の保全・整備」，「快適で便利な環境（商店，交通など）の整備」となっている。 
 
【考察】 

主に生活・居住環境や自然環境の保全が重要と考えている。 
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【結果概要】子ども 

項目 結果及び考察 
◆一般的な「環境問題」について 

●あなたは，環境問
題に関心がありま
すか 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

【結果】 
「あまり関心がないが，今後自分の生活にも

関係する切実な問題であることは認識してい
る」子どもが約 3／4 近くで最も多く，「大変
関心がある」子どもと「関心がある」子どもを
合わせると全体の約 1／4 となっている。 
 
【考察】 

多くの子どもが環境問題に関心はないが，切
実な問題であることは気づいている。 
 

●あなたが考える
環境問題とはどの
ようなものですか 

 【結果】 
「地球環境問題（地球温暖化，オゾン層の破

壊，酸性雨，国際的な環境問題への取組）」が
最も多く，次いで，「自然環境問題（生物の生
息・生育環境，自然景観）」，「生活環境問題（ご
み，公害），「全てを含む環境問題」となってい
る。 
 
【考察】 

地球規模での環境問題に加え，身近な環境問
題など，環境問題を幅広く捉えている。 

●あなたが考える，
環境にやさしい生
活（事業）はどのよ
うなものですか 

【結果】 
「現在の生活レベルを現状維持する範囲で工夫し，環境への負担を減らす努力を行う

生活」が最も多く約半数以上となっている一方，「環境への負担を減らすために，環境を
大切にしていくことを最優先する生活」が約１／３近くとなっている。 
 
【考察】 

大多数の子どもが，生活レベルは維持しつつ環境への負荷を減らす生活が望ましいと
考えており，さらに，環境を大切にしていくことを最優先とする生活や生活レベルを落
としても環境への負担を減らす生活が望ましいと考えている子どもも多数いる。 

◆守谷市の環境を良くするための行動への参加について 

●あなたは，守谷市
の環境を良くする
ために地域活動や
環境事業が行われ
る場合，活動への参
加についてどのよ
うに考えますか 

【結果】 
「機会があれば，参加しても良い」が最も多く，次いで，「楽しみながら，自分の日頃

培った知識や技術を地域社会に還元したい」，「あまり負担にならなければ，参加しても
良い」，「目的意識をもって積極的に参加したい」，となっており，地域活動や環境事業活
動への参加を考えている子どもが，参加したくない子どもよりも大幅に多くなっている。 
 
【考察】 

多くの子どもが，守谷市の環境を良くするための地域活動や環境事業への参加などに
ついて，肯定的に捉えている。 

◆守谷市の今後の環境について 

●守谷市の環境全
般について，今後，
重要なことはどの
ようなことだとお
考えでしょうか 

【結果】 
「良好な生活環境（大気の汚染，水質の汚濁，土壌の汚染，騒音，振動，地盤の沈下

及び悪臭などがない環境）の保全・改善」が最も多く，次いで，「良好な自然環境（動物，
植物，生態系など）の保全・創出」，「省エネルギー・再生可能エネルギー（太陽光・太
陽熱など）を活用したまちづくり」となっている。 
 
【考察】 

自分自身の日常にかかわる環境の保全やエネルギーに関する問題が重要と考えてい
る。 
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【自由意見概要】（前計画の分類に応じた整理） 
基本

方針 
15 の目標 

みんなの 

取組 
一般 事業者 子ども 主な意見概要 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

１ 

自
然
環
境
の
保
全 

①市に住む動植物
を守り育てていく 

（1） 
自然環境を守
っていこう 

○ － ○ 
・(一般)豊かな自然環境の保護，緑を大切に

したまちづくりを進める 
・(子ども)豊かな自然を壊さないようにする 

（2） 
水と緑のネッ
トワークをつ
なげていこう 

○ － － 

・(一般)３河川（利根川，鬼怒川，小貝川）
に囲まれ，首都圏に近いわりには豊かな自
然環境に恵まれており，これらの自然環境
を将来にわたって残していくことが最も大
切である 

（3） 
動 植 物 の 生
息・生育シス
テムを強化し
よう 

○ － ○ 

【植物】 
・(一般)四季おりおり空き地などに草花を咲

かせ，きれいなまちになれば良い 
・(子ども) 植物を増やす 
【動物】 
・(一般)最近，今まで見なかった動物が，ご

みをあさりに来るので，もう少し生き物に
も気を使ったほうがいい 

②市全体に自然的
環境を広げていく 

（4） 
緑とのふれあ
い空間の形成 

○ － ○ 
・(一般)公園が多くて素晴らしいが，雑草な

どが多く，管理ができていないと感じる 
・(子ども) 身近な所に公園を増やして欲しい 

（5） 
水辺とのふれ
あい空間の形
成 

－ ○ ○ 
・(事業者) 水質汚濁防止に取り組む 
・(子ども) 川などを綺麗にする 

③歴史的・文化的
資産を保全する 

（６） 
地域の歴史･
文化を継承す
る空間を残し
ていこう 

○ ○ － 

・(一般) 文化施設がほとんどなく，東京へ出
なければならない 

・(一般) 観光収入のためにも文化遺産の保全
と PR が必要である 

・(事業者) 地域による伝統的な行事をなくす
事のないように行政の協力を求めたい 

（７） 
文化財及び自
然を生かした
生活の知恵の
継承 

○ － － 

・(一般)今まで築き上げてきた文明を大切に
する 

・(一般)身の回りのこと・ものを大切に思う
心が「環境」にやさしい生活への第一歩と
なる 

・(一般)知らなかった事をお年寄りから教え
てもらったりして後世につなげていけたら
素敵な事である  
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基本

方針 
15 の目標 

みんなの 

取組 
一般 事業者 子ども 主な意見 

２ 

環
境
を
優
先
す
る
都
市
空
間
の
形
成 

④市内を快適に移
動できるようにす
る 

（8） 
交通問題の解
消 

○ － － 

・(一般)車がなくても便利に生活できる，人
にやさしいまちづくりをすすめる 

・(一般)マイカーを利用しなくても，年配者
が生活しやすいまちをつくる 

（9） 
つくばエクスプ

レス整備の推進

と運行管理 

○ － － 
・(一般)つくばエクスプレスは便利だが，本

数も少なく料金が非常に高い 

（10） 
循環型社会に
向けた交通シ
ステムの形成 

○ － － 

・(一般) 公共機関も利用したいが，まだまだ
バスの本数や路線が少ない 

・(一般) 駐輪場，自転車専用レーン，歩道の
整備を進める 

⑤人と環境にやさ
しい市にしていく 

（11） 
人と環境にや
さしい施設整
備 

○ － － 
・(一般) ソーラー電池を使用した LED 街灯

の設置を進める 

（12） 
人に環境にや
さ し い 道 ・
川・まちづく
り 

○ － － 

・(一般)街路樹を増やす 
・(一般) 「災害のないまち」というのも重要

で，そのためには環境をよく知りそれに適
合した生活を送ることが必要である 

⑥市を美しい空間
にしていく 

（13） 
美化の推進 

○ ○ ○ 

・(一般)ごみやタバコの吸殻のポイ捨てをし
ない 

・(事業者)不法投棄の撲滅を目指す 
・(子ども) ごみ拾い，清掃などを積極的に行

う 
（14） 
景観の向上 

○ － ○ 
・(一般)高いビルはいらない 
・(子ども)緑がきれい 

（15） 
生活環境（大
気汚染，騒音，
振動，悪臭）
の改善 

○ － ○ 
・(一般)大気汚染やバイクなどの騒音対策が

必要である 
・(子ども)バイクの騒音対策を進める 

３ 

環
境
に
や
さ
し
い
生
活
と
活
動
の
実
践 

⑦ごみの発生量を
削減する 

（16） 
ごみ処理施設
の適正管理，
運営指導 

○ － ○ 
・(一般)(子ども)ごみの分別の徹底をする 
・(一般)生ごみのたい肥化を進める 

（17） 
最終処分場の
建設 

－ － － － 

（18） 
ごみの削減 

○ ○ ○ 

・(一般)(子ども)ごみの減量化，節約，リサイ
クルの徹底をする 

・(事業者) ごみ焼却時の熱を利用した産業の
育成や開発を進める 

⑧エネルギーを有
効に利用する 

（19） 
省エネルギー
生活の実践 

○ ○ ○ 
・(一般)(事業者)(子ども)自転車の利用，節電

などの省エネ生活に取り組む 

（20） 
新エネルギー
の活用 

○ － ○ 
・(一般)(子ども)再生可能エネルギーの積極的

な活用を進める 

⑨安全な水と食糧
を確保する 

（21） 
水を守る 

○ ○ ○ ・(一般)(事業者)(子ども)節水を励行する 

（22） 
農業の仕組み
を守る 

○ ○ － 

・(一般)行政の援助による新規就農への支援
を行う 

・(事業者)自然環境を利用した土壌改良や低
農薬栽培により質の良い農産物を生産する 
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基本

方針 
15 の目標 

みんなの 

取組 
一般 事業者 子ども 主な意見 

４ 

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
と
環
境
学
習
の
推
進 

⑩環境情報の集積
と共有化を推進す
る 

（23） 
情報の収集と
集積 

○ － － 

・(一般)市が環境活動に取り組んでいても，
近隣のまちで野焼きなどが行われることに
より環境が悪化するため，共に手をたずさ
えて包括的な環境活動を進めて欲しい 

（24） 
情報の公開と
共有化 

○ － － 
・(一般)知らずに過ぎてしまうこともあるの

で，情報の発信の仕方を工夫するべき 

⑪環境への理解
と知識を広げる
ための学習・教育
を推進する 

（25） 
環境教育の展
開 

○ － － 

・(一般) 幼稚園，小学校などの段階からの環
境教育の導入・推進をして欲しい 

・(一般)自転車運転マナー・ルールの教育を
進める 

（26） 
環境カウンセ
ラーの活用と
環境アドバイ
ザーの育成 

－ － － － 

（27） 
体験学習の実
践 

－ － － － 

⑫環境に配慮し
た活動の輪を広
げる  

（28） 
市民参加の輪
を広げる 

○ － ○ 
・(一般)(子ども)ボランティアへの参加を呼び

かける 

（29） 
事業者参加の
輪を広げる 

○ － － 
・(一般)人を育てる 
・(一般)ＮＰＯとの連携を強化する 

（30） 
市 民 ・ 事 業
者・市の協働
の輪を広げる 

○ － ○ 
・(一般) (子ども) 学校，法人，個人，行政が

協力し，市の自然の保全を行うことが必要
である 

⑬環境の保全を
推進する制度を
充実させていく 

（31） 
環境施策の一
元化 

－ － － － 

（32） 
環境基金の創
設 

○ － － 
・(一般)再生可能エネルギー設備に対する補

助金の支給を行う 

（33） 
環境に配慮し
た事業者の育
成・管理 

－ － － － 

（34） 
行動計画の作
成 

○ － ○ 

・(一般) 市民・事業者が誇りを持てる，ある
べき未来の環境の姿を立案し，それに向け
ての方策を立てて欲しい 

・(子ども)今の守谷市の環境はあまり汚れて
いないが，もっと都会になったら環境は汚
れてしまうので，今から対策を行って欲し
い 

（35） 
環境アセスメ
ントの実施 

－ － － － 
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基本

方針 
15 の目標 

みんなの 

取組 
一般 事業者 子ども 主な意見 

５ 

地
球
環
境
問
題
へ
の
取
組 

⑭地球環境に目
を向けた取組を
推進する 

（36） 
地 球 温 暖 化
問 題 へ の 対
応 

○ － ○ 

・(一般)(子ども)エコ商品の利用や，太陽光な
どの自然エネルギーを最大限に活用し，限
りある化石エネルギーの使用削減に努め，
二酸化炭素排出削減に向けて行政と市民が
一体となって取り組んで行くことが「環境
にやさしい生活」につながっていく 

（37） 
オ ゾ ン 層 破
壊への対応 

－ － － － 

（38） 
酸 性 雨 へ の
対応 

－ － － － 

（39） 
輸 入 木 材 へ
の対応 

－ － － － 

（40） 
砂 漠 化 へ の
対応 

－ － － － 

⑮地球環境への
国際的な協力に
進んで取り組ん
でいく 

（41） 
国 際 協 力 の
展開 

－ － － － 

（42） 
国 際 的 な 情
報発信 

－ － － － 
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6 地球温暖化防止への取組 

6－1 地球温暖化とその影響 

（1）地球温暖化のメカニズム 

地球上の生物が生存していくために適した気温は，太陽から流れ込む日射の熱

と地球から宇宙に放出される熱とのバランスによって保たれています。 

しかし，生産活動や人間活動の拡大に伴い，排出される二酸化炭素などの温室

効果ガスの濃度が高まると両者のバランスが崩れ，地球から宇宙に放出される熱

を閉じ込め，大気や地表にとどまる熱も多くなり，地球が温暖化していきます。 

 

（2）地球温暖化が及ぼす影響 

現在の大気の状態は，産業革命（18 世紀後半）以前の大気の状態よりも，2 割

以上も多くの二酸化炭素を含んでいると言われています。 

この原因は，地球が自然の循環と代謝の中で吸収できる許容量を超えて，人間

が二酸化炭素を排出していることが原因であり，特に化石燃料の使用が大きな原

因となっています。 

世界の平均気温の上昇は，21 世紀末までに，環境の保全と経済の発展が地球規

模で両立する社会（最も気温上昇の小さいシナリオ）で約 1.8℃，化石エネルギー

源を重視しつつ高い経済成長を実現する社会（最も気温上昇の大きいシナリオ）

では約 4.0℃と予測されています。 

世界平均海面水位は，21 世紀末までに，最も気温上昇の小さいシナリオでは

0.18～0.38ｍ，最も気温上昇の大きいシナリオでは 0.26～0.59ｍ上昇すると

予測されています。 

また，地域や季節によってはさらに大きな変化が予想され，海水面の上昇によ

る陸地の減少のほかにも，気候変動に伴う内陸部の砂漠化や，農作物への影響，

気候の変化に耐えられない動植物の種の絶滅など，人間社会だけではなく，地球

全体の問題として懸念されています。 

（参照：環境庁 HP，地球環境キーワード辞典，ＩＰＣＣ他） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■地球温暖化の仕組み 

① 太陽から届く日射エネルギ
ーの約 7 割は，大気と地表面
に吸収されて熱に変わる。 

② 地表面から放出された赤外線の

一部は大気中の温室効果ガスに

吸収され，地表を適度な温度に

保っている。 

③ 人間活動により，大気中の温室
効果ガスの濃度が高まり，地表
の温度が急上昇するおそれがあ
る。 
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（3）国際的な取組と温室効果ガスの削減目標 

地球温暖化の取組については，1997 年（平成 9 年）に行われた地球温暖化防止

京都会議（ＣＯＰ3）における成果として京都議定書が採択され，先進国に対して法

的な拘束力のある削減の目標を定め，先進国全体で「温室効果ガス」を約５％削減

することになりました。 

この削減目標については，1990 年（平成 2 年）を基準として，温室効果ガスの

排出量を 2008 年（平成 20 年）～ 2012 年（平成 24 年）までの期間に各国が

定められたレベルまで削減することが求められており，日本は基準年の排出量に対

し，6％の削減を求められていました。 

その後，2009 年（平成 21 年）に，デンマークのコペンハーゲンで開催された

ＣＯＰ15 では，産業革命以前からの気温上昇を 2℃以内に抑えることや，先進国は

2020 年（平成 32 年）までに削減すべき目標を提出することなどを盛り込んだ「コ

ペンハーゲン合意」が了承され，2010 年（平成 22 年）1 月，各国から削減目標

が提出されました。 

2012 年（平成 24 年），カタールのドーハで開催されたＣＯＰ18 では，2013

年（平成 25 年）～ 2020 年（平成 32 年）を第二約束期間として京都議定書が継

続されることや，京都議定書に代わる 2020 年（平成 32 年）以降の新たな枠組み

づくりに向けた作業計画が決定されました。なお，我が国を含むいくつかの国は第

二約束期間には参加していません。 

2013 年（平成 25 年），ポーランドのワルシャワで開催されたＣＯＰ19 では，

全ての国が 2020 年（平成 32 年）以降の削減目標や行動計画を，2015 年（平成

27 年）のＣＯＰ21 までに提出することが合意されました。 

その後，2015 年（平成 27 年），フランスのパリで開催されたＣＯＰ21 で採択

されたパリ協定には以下の要素が盛り込まれました。 

・世界の平均気温上昇を，産業革命以前との比較で 2℃未満目標，1.5℃に抑える

努力の追求に言及 

・主要排出国を含むすべての国が削減目標を 5 年ごとに提出・更新 

・我が国提案の二国間クレジット制度も含めた市場メカニズムの活用を位置付け 

・適応の長期目標の設定，各国の適応計画プロセスや行動の実施，適応報告書の

提出と定期的更新 

・先進国が資金の提供を継続するだけでなく，途上国も自主的に資金を提供 

・全ての国が共通かつ柔軟な方法で実施状況を報告し，レビューを受けること 

・５年ごとに世界全体の実施状況を確認する仕組み（グローバル・ストックテイ

ク） 
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6－2 日本の取組と温室効果ガス排出量の削減 

（1）当面の地球温暖化対策に関する方針 

地球温暖化の進行は，気候変動により人類の生存基盤及び社会経済の存立基盤

を揺るがす重大な脅威となっています。地球温暖化がもたらす脅威に対し，現在

及び将来における国民の生命・身体・財産の安全を確保するため，今後も，環境

と経済の両立を図りつつ，切れ目なく地球温暖化対策を推進する必要があります。

第四次環境基本計画（平成 24 年 4 月 27 日閣議決定）においても，地球温暖化

対策の長期的な目標として，2050 年度までに 80％の温室効果ガスの排出削減を

目指すこととしています。 

これを踏まえ，国の地球温暖化対策推進本部は，当面の地球温暖化対策に関す

る方針について，次のとおり決定しています。 

 

1）平成 25 年度以降の地球温暖化対策に関する基本的方針 

これまで我が国は，京都議定書第一約束期間における温室効果ガスの 6％削減

目標に関し，京都議定書目標達成計画（平成 17 年 4 月閣議決定，平成 20 年

3 月全部改定）に基づく取組を推進してきました。 

我が国は京都議定書第二約束期間には参加せず，同計画は平成 24 年度末をも

って終了しましたが，平成 25 年度以降，国連気候変動枠組条約の下のカンクン

合意に基づき，2020 年（平成 32 年）までの削減目標の登録と，その達成に

向けた進捗の国際的な報告・検証を通じて，引き続き地球温暖化対策に積極的に

取り組んでいくこととしました。 

2013 年（平成 25 年）に開催されたＣＯＰ19 では，我が国の京都議定書第

一約束期間の削減実績は 8.2％であり，6％削減目標を達成する見込みであるこ

と，また，2020 年（平成 32 年）の自主的な削減目標を 2005 年（平成 17

年）比 3.8％削減とすることを表明しました。 

 

2）新たな地球温暖化対策計画の策定までの間の取組方針 

地球温暖化対策を切れ目なく推進する必要性に鑑み，新たな地球温暖化対策計

画の策定に至るまでの間においても，地方公共団体，事業者及び国民には，それ

ぞれの取組状況を踏まえ，京都議定書目標達成計画に掲げられたものと同等以上

の取組を推進することを求めることとし，政府は，地方公共団体，事業者及び国

民による取組を引き続き支援することで取組の加速を図ります。 

また，政府は，新たな地球温暖化対策計画に即した新たな政府実行計画の策定

に至るまでの間においても，現行の政府実行計画に掲げられたものと同等以上の

取組を推進します。 

 

（2）温室効果ガスの削減目標 

平成 25 年 11 月，政府は，2020 年（平成 32 年）の温室効果ガス削減目

標として，2005 年（平成 17 年）比 3.8％削減（以下「新目標」という。）を

気候変動枠組条約事務局に提出しました。この新目標は，原子力発電の活用のあ

り方を含むエネルギー政策及びエネルギーミックスが検討中であることを踏ま
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え，原発による温室効果ガスの削減効果を含めずに設定した現時点での目標であ

り，今後，エネルギー政策及びエネルギーミックスの検討の進展を踏まえて見直

し，改めて確定的な目標を策定することとしています。また，新目標は，現時点

で世界最高水準のエネルギー効率を更に 2 割改善する省エネルギーの推進，再

生可能エネルギーの導入拡大，フロン対策の強化，二国間クレジット制度，森林

吸収源対策など，最大限の努力によらなければ実現できない野心的な目標です。

ＣＯＰ16 におけるカンクン合意では，各国が 2020 年（平成 32 年）におけ

る排出削減目標を策定，気候変動枠組条約事務局に登録し，「隔年報告書」によ

って当該目標の進捗状況等を報告し，国際的なレビューを受けることとされてい

ます。政府は，新目標を達成するための対策・施策を含む隔年報告書を 2013

年 12 月に同事務局に提出しました。 

その後，ＣＯＰ19 で合意された 2020 年（平成 32 年）以降の削減目標と

して，2015 年（平成 27 年）7 月に提出された約束草案（削減目標案）では，

我が国は 2030 年度（平成 42 年度）に 2013 年度（平成 25 年度）比-26.0%

（2005 年度（平成 17 年度）比-25.4%）を目標としています。 

 

 

※文中の「年」,「年度」の使い方は，環境省の使い分けに準じています。 

 

 

出典：環境省 HP 
全国地球温暖化防止活動推進センターHP 
「地方公共団体における地球温暖化対策の計画的な推進のための手引き」 

（環境省，平成 26 年 2 月） 
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6－3 守谷市における二酸化炭素排出量 

（1）総排出量 

守谷市における 2013 年度（平成 25 年度）の二酸化炭素総排出量は 70.2 万

t-CO2 であり，1990 年度（平成 2 年度）の 3 倍強（約 327％）でした｡ 

なお，守谷市の人口は 1990 年度（平成 2 年度）から 2013 年度（平成 25

年度）にかけて 2 倍弱（約 175％）増加しています｡ 

基準年である 1990 年度（平成 2 年度）と京都議定書の第一約束期間の終了年

度である 2012 年度（平成 24 年度）を比較すると 3 倍強（約 335％）となっ

ており，新目標年度である 2005 年度（平成 17 年度）と 2013 年度（平成 25

年度）を比較すると 16.4％の増加となっています。 

ピークは 2011 年度（平成 23 年度）となっており，それ以降は減少傾向とな

っています。 

排出割合の部門別内訳は各年度において，産業部門が 50％前後で最も多く，廃

棄物部門が 1％程度で最も少ないため，「生産型」の構造となっています。 

 

（2）人口 1 人当たりの二酸化炭素排出量 

守谷市における 2013 年度(平成 25 年度)の人口 1 人当たりの二酸化炭素排出

量は 11.02t-CO2/人であり，1990 年度（平成 2 年度）年と比較すると 2 倍弱

（約 187%）となっています｡ 

基準年である 1990 年度（平成 2 年度）と京都議定書の第一約束期間の終了年

度である 2012 年度（平成 24 年度）を比較すると 2 倍弱（約 193%）の増加

であり，新目標年度である 2005 年度（平成 17 年度）と 2013 年度（平成 25

年度）を比較すると 2.6％の減少となっています。 

ピークは 2011 年度（平成 23 年度）となっており，それ以降は減少傾向とな

っています。 
 

■守谷市における二酸化炭素総排出量の推移 

西暦 元号 
産業

部門 

家庭

部門 

業務

部門 

運輸

部門 

廃棄

物 

部門 

総 

排出量 

（万ｔ

-CO2） 

1990 

年度との 

比率 

2005 

年度との 

比率 

人口 

（人） 

人口 1 人 
当たりの 

二酸化炭素
排出量 

（ｔ-C02/

人） 

1990 

年度との 

比率 

2005 

年度との 

比率 

1990 H 2 10.5 2.9 3.3 4.6 0.2 21.5  100.0% 35.7% 36,427 5.90  100.0% 52.2% 

2005 H17 34.7 6.1 10.2 9.0 0.3 60.3  280.5% 100.0% 53,334 11.31  191.7% 100.0% 

2006 H18 30.1 6.8 13.4 8.5 0.4 59.2  275.3% 98.2% 54,037 10.96  185.8% 96.9% 

2007 H19 32.0 7.2 14.3 9.1 0.4 63.0  293.0% 104.5% 57,356 10.98  186.1% 97.1% 

2008 H20 30.4 6.9 11.2 9.2 0.3 58.0  269.8% 96.2% 58,861 9.85  166.9% 87.1% 

2009 H21 38.0 6.6 11.2 9.2 0.4 65.4  304.2% 108.5% 60,617 10.79  182.9% 95.4% 

2010 H22 44.8 7.1 10.2 9.5 0.6 72.2  335.8% 119.7% 62,482 11.56  195.9% 102.2% 

2011 H23 42.7 7.9 13.3 9.5 0.6 74.0  344.2% 122.7% 62,884 11.77  199.5% 104.1% 

2012 H24 39.9 8.5 13.3 9.7 0.7 72.1  335.3% 119.6% 63,279 11.39  193.1% 100.7% 

2013 H25 38.5 8.1 13.8 9.1 0.7 70.2  326.5% 116.4% 63,693 11.02  186.8% 97.4% 

※1990 年度，2005 年度，2007-2013 年度は環境省数値。2006 年度は，2007 年度値をベースに人口按分
して算出。 
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■守谷市における二酸化炭素排出量の推移（部門別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■守谷市における二酸化炭素排出割合の推移（部門別） 

西暦 元号 産業部門 家庭部門 業務部門 運輸部門 廃棄物部門 合計 

1990 H 2 48.8% 13.5% 15.4% 21.4% 0.9% 100% 

2005 H17 57.5% 10.1% 16.9% 15.0% 0.5% 100% 

2006 H18 50.8% 11.4% 22.7% 14.4% 0.7% 100% 

2007 H19 50.8% 11.4% 22.7% 14.5% 0.6% 100% 

2008 H20 52.4% 11.9% 19.3% 15.9% 0.5% 100% 

2009 H21 58.1% 10.1% 17.1% 14.1% 0.6% 100% 

2010 H22 62.1% 9.8% 14.1% 13.2% 0.8% 100% 

2011 H23 57.7% 10.7% 18.0% 12.8% 0.8% 100% 

2012 H24 55.3% 11.8% 18.4% 13.5% 1.0% 100% 

2013 H25 54.8% 11.6% 19.6% 13.0% 1.0% 100% 

 

 

 

 

 

H2

(1990)

H17

(2005)

H18

(2006)

H19

(2007)

H20

(2008)

H21

(2009)

H22

(2010)

H23

(2011)

H24

(2012)

H25

(2013)

廃棄物部門 0.2 0.3 0.4 0.4 0.3 0.4 0.6 0.6 0.7 0.7

運輸部門 4.6 9.0 8.5 9.1 9.2 9.2 9.5 9.5 9.7 9.1

業務部門 3.3 10.2 13.4 14.3 11.2 11.2 10.2 13.3 13.3 13.8

家庭部門 2.9 6.1 6.8 7.2 6.9 6.6 7.1 7.9 8.5 8.1

産業部門 10.5 34.7 30.1 32.0 30.4 38.0 44.8 42.7 39.9 38.5
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7 環境指標値の把握方法 

 

 環境指標 単位 把握方法 

基本目標

1 

緑被率 
（公園・樹林地・農地・草地・
水面） 

％ 都市計画課集計結果から 

自然環境に満足している市民
の割合 

％ 
市民アンケート結果から 

（企画課実施分） 

耕作放棄地面積 ha 農業委員会集計結果から 

守谷市の二酸化炭素排出量 ｔ-CO２ 
環境省データをもとにした生活環境

課算出結果から 

基本目標

2 

公害苦情受付件数 件 生活環境課集計結果から 

良好な生活環境が保たれてい
ると思う市民の割合 ％ 

市民アンケート結果から 

（企画課実施分） 

空き家率 ％ 
住宅・土地統計調査結果（総務省統

計局）から 

1 人 1 日当たりごみ排出量 ｇ/人・日 生活環境課集計結果から 

ごみの分別収集に取り組んで
いる市民の割合 ％ 

市民アンケート結果から 

（企画課実施分） 

基本目標

3 

公立小中学校での 

環境教育としての取組事例数 
事例 教育委員会指導室集計結果から 

環境に関する 

市民活動団体構成人数 
人 市民協働推進課集計結果から 
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8 用語説明 

 

あ

行 

空き家問題 

（Ｐ3） 

管理が行き届かない空き家（居住世帯のない住宅のうち，建築中の

住宅及び一時現在者のみの住宅（昼間だけ使用している，何人かの人

が交代で寝泊まりしているなど，普段居住している者が一人もいない

住宅）を除いたもの）が増加することにより，害虫などの衛生面，倒

壊などの安全面，そして犯罪などの治安面など，さまざまな面で悪影

響を及ぼす問題のこと。 

 愛宕谷津 

（Ｐ15,22） 

守谷市に残された最大の谷津。本町地区の愛宕中学校付近を源とし，

約2ｋｍ北方の小貝排水路につながる緑の回廊をなしている。谷津縁辺

部には，いくつもの小さな谷が入り組んでおり，極めて変化の多い自

然空間を形成している。 

 異常気象 

（はじめに） 

一般に，過去に経験した現象から大きく外れた現象で，人が一生の

間にまれにしか経験しない現象を言う。大雨や強風などの激しい数時

間の現象から数か月も続く干ばつ，極端な冷夏・暖冬なども含まれる。

また，気象災害も異常気象に含む場合があり，気象庁では，気温や降

水量などの異常を判断する場合，原則として「ある場所（地域）・ある

時期（週・月・季節）において30年間に1回以下の頻度で発生する現

象」を異常気象としている。 

 稲戸井調節池 

（Ｐ15） 

守谷市，取手市にまたがる調節池。鬼怒川及び小貝川の合流量を調

節することにより利根川本川の計画高水流量に影響を与えないことを

目的として整備されており，平成25年現在で，面積4.48km2，洪水調

節容量19,000m3である。 

 
エコカー 

（Ｐ15） 

環境性能に優れた自動車のことで，主にハイブリッド自動車，電気

自動車，プラグインハイブリッド自動車，天然ガス自動車，燃料電池

自動車，クリーンディーゼル自動車などがある。 

 
エコバッグ 

（Ｐ19） 

スーパーなどで配布されるレジ袋を使用しない代わりに，消費者自

身が持参する買い物用のバッグ。「マイバッグ」と呼ばれることもある。 

 エコマーク 

（Ｐ19） 

 (公財)日本環境協会が認定する，さまざまな商品（製品およびサー

ビス）の中で「生産」から「廃棄」にわたるライフサイクル全体を通

して環境への負荷が少なく，環境保全に役立つと認められた商品に付

けられる環境ラベルのこと。平成元年（1989年）から環境庁（当時）

の指導のもとで行われており，このマークを活用して消費者が環境を

意識した商品選択を行ったり，関係企業の環境改善努力を進めていく

ことにより，持続可能な社会の形成を図っていくことを目的としてい

る。平成26年8月31日現在，商品類型数59，認定商品数5,529，契

約企業数1,625社となっている。 
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 ＮＧＯ 

（Ｐ25） 

Non-Governmental Organizationを略したもの。非政府間組織で

あり，政府と違い市民の立場から，主に国際的な活動を行う非営利の

民間団体のことをいう。これに対し，国内のある地域でその地域社会

に根ざした活動を行う非営利の民間団体を，特にＣＢＯ(Community 

Based Organization)と呼ぶ場合もある。 

 ＮＰＯ 

（Ｐ25,48） 

Non-Profit Organizationを略したもの。非営利組織であり，政府

や企業とは異なった立場から社会的なサービスを提供し課題の解決を

めざす，社会的使命の達成のために活動をする組織のことをいう。  

温室効果ガス 

（Ｐ12,15,50,51,52, 

53） 

地球の大気中にわずかに含まれている二酸化炭素などの気体。大気

中の温室効果ガスが増えると温室効果が強まり，地球の表面の気温が

高くなる。人間活動によって増加した主な温室効果ガスには，二酸化

炭素，メタン，一酸化二窒素，フロンガスがある。  

か

行 

外来生物 

（はじめに,Ｐ7,12,13, 

14,15） 

もともとその地域にいなかったにもかかわらず，人間の活動によっ

て，国外や国内の他地域から入ってきた生物のこと。また，生態系な

どに被害を及ぼし，又は及ぼすおそれがあるものとして，外来生物法

によって規定された外来生物を特定外来生物という。 

 化石エネルギー 

（Ｐ15,49,50） 

化石燃料とも言う。1億年以上も前の動物や植物の死がいが，熱や地

層が変化したことにより作られたエネルギーのことで，石油や石炭，

天然ガスなどがある。これに対し，非化石エネルギーには，原子力エ

ネルギーや水力発電，地熱発電，新エネルギー（太陽光発電，風力発

電など）がある。 

 環境基準 

（Ｐ7,16,17） 

人の健康の保護及び生活環境の保全のうえで維持されることが望ま

しい基準として，終局的に大気，水質，土壌，騒音，振動をどの程度

に保つことを目標に施策を実施していくのかという目標を定めたも

の。 

 環境基本計画（国） 

（Ｐ6,52） 

平成5年11月に制定された環境基本法の第15条で，総合的，計画的

な環境保全策を推進するため，政府は環境基本計画を定めることとさ

れた。経済計画，国土総合開発計画と並ぶものであり，政府全体の環

境政策の中期的な施策の方向性などが定められている。 

 環境教育 

（Ｐ3,11,22,23,24,25, 

28,35,48,56） 

環境教育は，さまざまな場や内容で実施されるが，共通の基礎的要

素として，以下のことを重視している。 

・自然体験，社会体験，生活体験など実体験を通じたさまざまな経験

をする機会を設けること 

・双方向型のコミュニケーションにより，気付きを「引き出す」こと 

・人間と環境との関わりに関するものと，環境に関連する人間と人間

との関わりに関するもの，その両方を学ぶことが大切であること 

・環境に関わる問題を客観的かつ公平な態度でとらえること 

・生産・流通・消費・廃棄の社会経済システムにおいて，ライフサイ

クルの視点で環境負荷をとらえること 

・豊かな環境とその恵みを大切に思う心を育むこと 

・いのちの大切さを学ぶこと 
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また，文部科学省の新学習要領（平成20年告示）では，小学校，中学

校，高等学校における総則として，「環境の保全に貢献し未来を拓く主

体性のある日本人を育成するため，その基盤としての道徳性を養う」

とされており，各科目での環境教育内容が示されている。 

 かん養 

（Ｐ15） 

森林や自然の土，湿地や水田などの農地が雨水を地面に浸透させた

り，急激に川などに流れ込まないように貯留したりして，降雨を地表

及び地中に一時貯えるとともに，地下に浸透させ，降雨の河川などへ

の放流を調整し，下流における水資源の保全や洪水の防止などを維

持・増進する自然の働きを総称していう。 

 グリーンカーテン 

（Ｐ15,22） 

ゴーヤ，ヘチマ，朝顔などのつる性の植物で建物の窓や壁をおおう

ことで，直射日光を遮ったり，地面の放射熱を緩和するなど，さまざ

まな効果が期待できる自然のカーテン。 

 グリーンマーク 

（Ｐ19） 

古紙を再利用した紙製品に付けられたマーク。再生紙製品の利用促

進や緑化を通じた自然環境や森林資源の保全を目的としたグリーンマ

ーク事業の一つとして，(公財)古紙再生促進センターが認定している。 

 グローバル・ 

ストックテイク 

（Ｐ51） 

世界全体として温暖化対策の進捗状況を確認する仕組み。ＣＯＰ21

において，「パリ協定」が採択され，5年ごとに世界全体の実施状況を

確認する仕組み（グローバル・ストックテイク）が盛り込まれた。 

 公園里親事業 

（Ｐ22） 

市民の共通財産であり，地域の共同の「庭」である公園など（公園，

緑地，道路の植樹桝，花壇など）の環境美化を図ることを目的として，

地域の方々を中心とした団体（町内会，小・中学校，企業など）に，

清掃・除草などの日常的な管理や花植えなどの緑化の推進・啓発活動

の協力をいただいている。 

 公害 

（Ｐ3,18,32,33,35,43, 

44,45,56） 

環境基本法により，事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当

範囲にわたる(1)大気の汚染，(2)水質の汚濁，(3)土壌の汚染，(4)騒音，

(5)振動，(6)地盤の沈下，(7)悪臭によって，人の健康又は生活環境に

係る被害が生ずることと定義されており，この7種類は”典型7公害”

と呼ばれている。 

 公開空地 

（Ｐ15） 

事業所などの敷地内空き地のうち，歩行者が日常自由に通行，また

は利用できる区域のこと。また，地区計画などで建物壁面の後退位置

を定めている地区もある。 

 耕作放棄地 

（Ｐ3,7,12,13,14,15, 

22,56） 

以前耕作していた土地で，過去1年以上作物を作付けせず，この数年

の間に再び作付けする考えのない土地（農家の自己申告による）。 

  ＣＯＰ 

（国連気候変動枠

組条約締約国会議） 

（Ｐ6,51,52,53） 

 

1992年，大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させることを究極

の目標とする「国連気候変動枠組条約」が採択され，世界は地球温暖

化対策に世界全体で取り組んでいくことに合意した。同条約に基づき，

国連気候変動枠組条約締約国会議（COP）が1995年から毎年開催さ

れている。 
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さ

行 

再生可能 

エネルギー 

（Ｐ12,45,47,48,53） 

太陽光や太陽熱，水力，風力，バイオマス，地熱など，一度利用し

ても比較的短期間に再生が可能であり，資源が枯渇しないエネルギー

のこと。 

 里地・里山 

（Ｐ3,8,22,25） 

市街地や集落周辺において従来，林産物栽培，有機肥料や薪炭など

の生産用に利用されていた森林で，近年，住民に身近な緑地として評

価されているが，所有者による適切な維持管理が困難な状況となって

いる。 

 市民大学 

（Ｐ24,25） 

守谷市では，まちづくり活動を行うために必要な知識や技能を学び，

市民自らが「協働のまちづくり」の担い手として活動するための学び

の場として，もりや市民大学を開設している。学校教育法上の大学で

はなく，市民に「守谷」や「まちづくり」について学んでもらい，守

谷を「住みよいまち」とするために，自分のできることは何かを考え，

実践する機会を提供する場となっている。 

 斜面林 

（はじめに,Ｐ6,12,14, 

15,22,32,35） 

斜面地にある林のこと。特に都市部では，斜面地だけが開発されず

樹林地として残ることが多いので，貴重なものとされている。 

 循環型社会 

（Ｐ2,6,32,33,47） 

資源，エネルギーの投入量及び不要物の排出量が少ない環境に優し

い社会のこと。平成2年7月には，環境庁（当時）を中心として環境保

全のための循環型社会システム検討委員会が設置されるなど，地球環

境問題をはじめとする環境問題の解決のキーワードとなっている。 

 省エネルギー 

（Ｐ14,15,35,40,45, 

47,53） 

エネルギー節約とも言う。エネルギーの利用効率の向上を表現する

言葉。 

 常総環境センター 

（Ｐ7,16,40） 

守谷市野木崎にあるごみ焼却施設。ごみ焼却時に発生する蒸気を利

用して最大3,000kWを発電できる設備を備え，エネルギーの有効利用

を図っている。また，廃棄物を一度炭化したうえで高温溶融する方式

を取り入れ，排出する「スラグ」は資源としての有効利用が可能。 

 新エネルギー 

（Ｐ7,14,15,47） 

自然の力（自然エネルギー）を利用したり，今まで使われずに捨て

ていたエネルギー（未利用エネルギー）を使ったりする地球環境に優

しいエネルギーのこと。新エネルギーの利用によって，石油や天然ガ

スなどの化石燃料の消費が軽減され，排出される二酸化炭素の量を減

らすことができる。太陽光発電や風力発電などをはじめ，さまざまな

分野での技術開発が進んでいる。 

 住みよさ 

ランキング 

（Ｐ10） 

東洋経済が全国の都市を対象に毎年公表しているランキング。｢住み

よさランキング｣は，公的統計をもとにそれぞれの市が持つ“都市力”

を「安心度」，「利便度」，「快適度」，「富裕度」，「住居水準充実度」の5

つの観点に分類し，採用15指標について，それぞれ平均値を50とす

る偏差値を算出，その単純平均を総合評価としてランキングしたもの。 

 生態系 

（Ｐ3,6,7,11,13,14,22, 

43,44,45） 

自然界に存在する全ての種は，各々が独立して存在しているのでは

なく，食うもの食われるものとして食物連鎖に組み込まれ相互に影響

しあって自然界のバランスを維持している。これらの種に加えて，そ
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れを支配している気象，土壌，地形などの環境も含めて生態系と呼ぶ。

互いに関連を持ちながら安定が保たれている自然界のバランスは，１

つが乱れるとその影響が全体に及ぶだけでなく，場合によっては回復

不能なほどの打撃を受けることもある。 

 生物多様性 

（はじめに,Ｐ7,14,25） 

生きものたちの豊かな個性とつながりのこと。地球上の生きものは

40億年という長い歴史の中で，さまざまな環境に適応して進化し，

3,000万種ともいわれる多様な生きものが生まれ，これらの生命は一

つひとつに個性があり，全て直接的，間接的に支え合って生きている。

生物多様性条約では，「生態系の多様性」，「種の多様性」，「遺伝子の多

様性」という3つのレベルで多様性があるとしている。 

た

行 

待機時消費電力 

（Ｐ15） 

電化製品が非使用状態，もしくは何らかの入力（命令指示）待ちの

時に定常的に消費している電力。 

 太陽光発電 

システム 

（Ｐ12） 

太陽の光エネルギーを受けて発電した直流電力を電力会社と同じ交

流電力に変換し，家庭内の家電製品に電気を供給するシステム。発電

電力が消費電力を上回った場合は，電力会社へ逆に送電して電気を買

い取ってもらうことができる。反対に，曇りや雨の日など発電した電

力では足りない時や夜間などは，従来通り電力会社の電気を使用する。 

 地球温暖化 

（はじめに,Ｐ3,6,7,11, 

12,13,14,15,32,43, 

44,45,49,50,51,52, 

53） 

地球規模で気温や海水温が上昇し氷河や氷床が縮小する現象。平均

的な気温の上昇のみならず，異常高温（熱波）や大雨・干ばつの増加

などのさまざまな気候の変化を伴っている。その影響は，生物活動の

変化や，水資源や農作物への影響など，自然生態系や人間社会にすで

に現れており，将来，地球の気温はさらに上昇すると予想され，水，

生態系，食糧，沿岸域，健康などに関して，より深刻な影響が生じる

と考えられている。 

 低炭素まちづくり 

（Ｐ3,12） 

「都市の低炭素化の促進に関する法律：通称エコまち法｣に基づいて

都市の低炭素化に向けた取組を後押しし，また，民間投資を促進する

ため，市町村が総合的に作成する計画。守谷市においても，高齢者の

生活・子育て環境の整備，また，地球温暖化問題への対応も含め，市

民生活を支える持続可能で活力ある都市づくりを目指し，平成26年7

月に策定した。 

 東京電力福島第一 

原子力発電所事故 

（はじめに,Ｐ6,16） 

平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震と，地震に伴っ

て発生した津波により，東京電力福島第一原子力発電所の1～4号機が

破損し，大量の放射性物質が放出された事故。平成23年12月，原子

炉の燃料を安定して冷やすことができる状態となり，放射性物質の放

出は大幅に低減されたが，現在も，周辺地区住民の避難や立ち入り制

限，酪農水産物の一部出荷規制など，周辺地域への影響が続いている。 

 利根川河川敷環境 

保全実行委員会 

（Ｐ16） 

自然豊かな利根川河川敷の環境を守り後世に伝えていくことを目的

として，河川敷一帯及びその周辺の美化活動を平成13年から行ってい

る。毎年3月に利根川河川敷クリーン作戦を実施し，平成26年度は約

800人の参加があった。 
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な

行 

生ごみ堆肥化 

モデル事業 

（Ｐ8） 

常総環境センター内の生ごみ堆肥化施設で，これまで可燃ごみとし

て焼却処理を行ってきた常総広域圏内の家庭の生ごみをたい肥にする

事業のこと。平成20年度から平成29年度までをモデル事業として実

施している。 

 二国間クレジット 

制度 

(JointCrediting 

Mechanism 

(JCM)) 

（Ｐ51,53） 

途上国への温室効果ガス削減技術，製品，システム，サービス，イ

ンフラなどの普及や対策を通じ，実現した温室効果ガス排出削減・吸

収への貢献を定量的に評価し，削減目標の達成に活用することができ

る制度。 

 農地中間管理機構 

（Ｐ12,15） 

農業をやめる人や，経営規模を縮小したい人の農地を一括して借り

受け，まとめた上で，担い手（地域の意欲ある農業者など）に貸すこ

とにより地域の農業を安定的に発展させるための組織で，都道府県ご

とに設置される。 

 農地の集約化 

（Ｐ13） 

農地流動化の進展により，経営規模を拡大しても農地が複数の場所

に分散している場合があり，農地間の移動に費やす時間や農業用機械

の効率的な利用の妨げになるなど，一連の農作業の実施に支障が生ず

るとともに，経営規模の拡大によるスケールメリットを十分に享受で

きないこととなる。このため，経営面積を拡大する場合には面として

まとまった形での農地集約を進めることが重要である。 

は

行 

東日本大震災 

（はじめに,Ｐ6,16） 

平成23年3月11日14時46分，牡鹿半島（宮城県石巻市）の東南東

約130kmの三陸沖深さ約24kmの地点を震源とするマグニチュード

（M）9.0の「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震」が発生

し，最も激しい揺れを記録した宮城県栗原市で震度7，宮城県，福島県，

茨城県，栃木県で震度6強の揺れが観測された。揺れは全国各地に及び，

鹿児島市や小笠原諸島（父島，母島）でも震度1が観測された。この地

震による災害及びこれに伴う東京電力福島第一原子力発電所事故によ

る災害を「東日本大震災」と呼ぶ。 

 ＦＩＴ制度 

（Ｐ12） 

再生可能エネルギーの固定価格買取制度のこと。地球温暖化の主な

原因である二酸化炭素排出量を削減するため，国では「電気事業者に

よる再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」を制定し，

再生可能エネルギー源（太陽光，風力，水力，地熱，バイオマス）を

用いて発電された電気を，国が定める価格で一定期間電気事業者が買

い取ることを義務付けている。 

ま

行 

松並土地区画 

整理事業 

（Ｐ12） 

つくばエクスプレス（ＴＸ）及び関東鉄道常総線守谷駅から北西の

約1kmに位置する約42haの区域であり，整備以前は面積の約9割を工

場跡地及び山林原野が占めていた。守谷市都市計画マスタープランに

より「拡大市街地」の一部に位置づけられ，ＴＸ開通以降の市街地の

拡大や人口増加の受け皿として，駅に至近の利便性の高い住宅地を整

備する土地区画整理事業。 

 モニタリング調査 

（Ｐ18） 

監視・追跡のために行う観測や調査のこと。継続監視とも言う。大

気質や水質の継続観測や植生の経年的調査などが代表的。環境変化を



参考資料：８ 用語説明 
 

63 

 

第 2 次守谷市環境基本計画 

受けやすい代表的な生物など特定の生物種（指標種）を，毎回同じ調

査手法で，長期にわたり調査して，その変化を把握するのもモニタリ

ング調査の1つである。 

 守谷駅前 

クリーンズ 

（Ｐ16） 

平成17年に活動を始めて以来，きれいなまちづくりを呼びかけてい

くために，守谷駅前での美化活動を毎月第3日曜日に実施している。 

 もりやをきれいに 

しよう会 

（Ｐ16） 

ごみのない美しいまちづくりをすすめるため，平成８年に市内の道

路，公園などの美化を目的として結成された。市民自らがボランティ

アとして自主的に市内の清掃活動を実施することにより，地域住民の

環境に対する意識の向上を進めるとともに，地域に対する愛着を育て，

健康で生きがいのある活動を進めている。 
や 

行 

野鳥の森散策路と 

鳥のみち 

（Ｐ22） 

守谷城址・愛宕谷津周辺での緑の拠点づくりのため，市民ボランテ

ィアで構成される守谷市観光協会が，守谷市の支援と協働体制により

整備した二つの民間主導遊歩道。 

〈野鳥の森散策路〉 

市立愛宕中学校全校生徒による野鳥の森少年団の参画により，廃

道の活用や土地所有者の協力で5つのルートを段階的に整備し，一般

供用されている。総延長1.3km，接続市道を加えると2.5km。 

〈鳥のみち〉 

市民ボランティアが，守谷市，地域住民，小中学生，土地所有者

などの協力を得て，手づくりで完成させた遊歩道。休耕田跡の湿地

環境を通るため，プラ・パレットの基礎上に丸太を敷設，歩行面は

杉皮とおが屑敷き。幅員約1mで対面歩行ができないため，30～

50m毎に待避所を設置している。整備区間約903m，接続市道約

665m，総延長約1,568m。 

ら

行 

リサイクル伝言板 

（Ｐ19） 

不用品を譲りたい人・譲り受けたい人が情報を提供し合い，融通し

合う事で，ごみを減らし資源を有効に活用するための伝言板。市役所

生活環境課に設置してあるリサイクル伝言板の「あげます・ください」

申込み用紙に必要事項を記入して申し込む。 

 緑被率 

（Ｐ14,56） 

特定の区域に占める緑被地の割合を指す。守谷市では，公園，樹林

地，農地，草地，水面など，植物の緑で被覆された土地，もしくは自

然的環境の状態にある土地を緑被地としている。 

 レビュー 

（Ｐ51,53） 

批評や検証を行う作業のこと。モニタリングと区別して，特定の資

料や分析データといった成果物に対して用いられる。 
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